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概要 

国の行政委員会の一つとして、公正取引委員会があり、主に経済特に市場の番人として、

独占や不公平な競争による市場の歪みを正す役割を持ってきた。特に製造業を中心に合併

や共同行為による市場の独占、寡占、不公平・不公正な運営を阻止、是正するため強権を

発動できる組織であった。一定の役割は果たしてきたものの、近年の情報化、グローバル

化、サービス化に対しては、その機能を生かしていないとの危惧がある。特に米国系おお

て IT 企業（GAFA 等）による市場支配に関しては、多くの問題がある一方、我が国ではそ

の規制や対抗措置が取られてきていない。又サービス化に対してもサービス産業に対する

警告、規制がまだまだ弱いと言える。更に最近では、労働市場の変形として、フリーラン

サー（個人事業主:力が弱い）と企業(力が強い)との契約における不平等性が言われ、個人事

業主の保護にもっと力を注ぐべき状況となっている。これらについて公正取引委員会の果

たすべき役割について述べる。 

Abstract 

The Fair Trade Committee of Japan as one of national administrative committees, and 

is economy brought the role of correcting the distortion of the market by a monopoly and 

unfair competition as a guard in a market in particular mainly. A merger, a monopoly in 

a market by concerted acts, oligopoly and unfair operation were prevented focusing on 

an industry in particular, and to correct, it was the organization which can exercise 

state power. The fixed role has been played, but there is uneasiness for which its 

function isn't being utilized to recent years' information-orientedness , globalization and 

servicing. In particular, USA system OO, please, there are many problems about market 

dominance by an IT enterprise (GAFA), but also the regulation and counter-measure 

aren't being got in our country. It can be said that warning to a service industry and 

regulation are still also weak to servicing again. Moreover the equality-lessness in the 

contract with the enterprise (strong) is called a freelance (powerless) recently as 

transformation of labor market, and it's the situation that I should concentrate my 

energy on protection of a personal proprietor more. The role the Fair Trade Commission  

should achieve about these is described. 
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1. はじめに  

日本特に産業、企業におけるグローバル化および情報化、ソフト化、サービス化の進

展ついては既に色々な観点から検討してきたが、経済及び政治の国際化が進む中、国の

制度に関しても同様にグローバル化や情報化、ソフト化・サービス化への対応をなすべ

きことは言うまでもない。これに関して、国際間の取り決めを含む諸法規・法律、ルー

ルの整備がなされては来ているが、これと同時に国内もその運用においても同様に対応

が迫られている。今年に入って、米国企業とＥＵの間で独占禁法（ＥＵ競争法）をめぐ

っての問題となり、ＥＵは制裁金を科すとの問題が起きている。まさに市場適切化・消

費者保護をめぐってのもう一つの経済戦争となりつつある。この問題は、ＥＵ－米国の

問題ではなくまさに日本も含め多くの国々にも係る大きな問題となる。 

特に経済や産業に関しての制度として独占禁止法や知的財産法（工業所有権法、著作

権法等）並びにその監視・運用にあたる公正取引委員会や特許庁等について注目が当た

ってきている。更に新たな労働問題として、個人事業主（フリーランサー）との契約に

おける対等的な契約がなされているかの問題にも注目が充てられている。なお労働委員

会は、企業とその構成員(従業員)の諸問題について関与するが、法人と個人との契約問題

については管轄外となっている。 

これ以外に行政として各種委員会（行政委員会」（＊１）のあり方が問われている。（こ

れについては、別途研究ノート（2018.07）で論じる。） 

本論では特に、下記に述べるよう、行政部の委員会の一つである「公正取引委員会」

に絞ってその役割と限界、問題点を指摘し、克服へ方策について考察してみる。 

 

2. 公正取引委員会 

2.1 公正取引委員会（公取委と略称）とは 

  公正取引委員会（略称：公取委（こうとりい）・公取（こうとり）、英語: Japan Fair  

Trade Commission、略称：JFTC）は、行政機関の一つであり、内閣府の外局として、 

内閣総理大臣の所轄の下に設置される合議制の行政委員会である。公正且つ自由な競

争を促進し、事業者の創意を発揮させ、事業活動を盛んにし、雇傭及び国民実所得の

水準を高め、以て、一般消費者の利益を確保するとともに、国民経済の民主的で健全

な発達を促進することを任務とする（「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律」（独占禁止法）27 条の 2 但し書、1 条）。そして自由主義経済において重要とされ

る競争政策の維持を担っている（中央省庁等改革基本法 21 条 10 号）。特に、経済

の憲法ともいわれる独占禁止法（私的独占、不当な取引制限（カルテルや入札談合等）

及び不公正な取引方法（不当廉売、抱き合わせ販売、優越的地位の濫用等）を禁止し

ている法律）(不正競争防止法)をバックグラウンドとして、経済活動の番人の役割を担

っている。 

2.2 独占禁止法（独禁法）とは 

正式名称は，「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」で、この独占禁止法

の目的は，公正かつ自由な競争を促進し，事業者が自主的な判断で自由に活動できる

ようにすることである。 

市場メカニズムが正しく機能していれば，事業者は，自らの創意工夫によって，よ

り安くて優れた商品を提供して売上高を伸ばそうとし，消費者は，ニーズに合った商

品を選択することができ，事業者間の競争によって，消費者の利益が確保されること

になります。このような考え方に基づいて競争を維持・促進する政策は「競争政策」

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8B%B1%E8%AA%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E8%A1%8C%E6%94%BF%E6%A9%9F%E9%96%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E9%96%A3%E5%BA%9C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%96%E5%B1%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E9%96%A3%E7%B7%8F%E7%90%86%E5%A4%A7%E8%87%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%88%E8%AD%B0%E5%88%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E7%94%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%87%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E6%89%80%E5%BE%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B6%88%E8%B2%BB%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%8C%E6%B8%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%91%E4%B8%BB%E4%B8%BB%E7%BE%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%8B%AC%E5%8D%A0%E7%A6%81%E6%AD%A2%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AB%B6%E4%BA%89%E6%94%BF%E7%AD%96
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A7%81%E7%9A%84%E7%8B%AC%E5%8D%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8D%E5%BD%93%E3%81%AA%E5%8F%96%E5%BC%95%E5%88%B6%E9%99%90
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%AB%87%E5%90%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8D%E5%85%AC%E6%AD%A3%E3%81%AA%E5%8F%96%E5%BC%95%E6%96%B9%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8D%E5%BD%93%E5%BB%89%E5%A3%B2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8A%B1%E3%81%8D%E5%90%88%E3%82%8F%E3%81%9B%E5%95%86%E6%B3%95
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と呼ばれている。 

経済学でいうところの「独占や寡占」により競争が制限され、財やサービスの提供

者間での自由な競争が阻害され、優位な者・企業等（提供者間の取り決め等により、

又は吸収合併等）により競争が意図的に制限され特定の提供者が、より大きな利得を

得ることにより、消費者・需要家（この場合、官公庁やそのもととなっている納税者

等）の不利益をもたらすことが起こる。これを排除し、自由な競争環境での取引を行

わせる（市場メカニズムを正しく機能させる）ことを目的とする法律である。 

 また，独占禁止法の補完法として，下請事業者に対する親事業者の不当な取扱いを 

規制する「下請法」（下請代金支払遅延防止法）がある。（「公正取引委員会のホームペ

ージ」より） 

これに関して、近年、従来の企業間の取引（請負契約）のみならず、雇用形態の多

様化並びに情報技術の進展（インターネットの普及も）に伴い、ITエンジニア、通訳、

ソフトウエア開発（システムインテグレーター、プログラマー等）、研修講師、Web デ

ザイナー等の仕事を個別に外部発注として、特に法人が個人との契約を行うケースが

増えてきている。この契約が増加しているなかで、個人事業主（フリーランス等）と

の契約において、不公正な契約がなされていないか問題となってきています。         

従来の雇用関係から業務委託へ移行することによる労働問題としての一面が浮き彫

りになってきている。従来のモノやサービスに関する問題から労働(商品としての)と

しての特殊な取引・契約問題がクローズアップされてきている。 

（フリーランスの労働保護も独占禁止法で監視するようことが重要となってきてい

る。）これらも含め以下に独占禁止法並びに下請法の目的と規制内容を整理してみる。 

2.3 独占禁止法と下請法について 

１）独占禁止法                                

独占禁止法の目的と規制内容 その構成については、以下の図表参照願います。 

 

独禁法の 4つの特徴は以下のとおりである。 
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大きな特徴：独占禁止法に違反した場合以下の命令や処分ができる。 

①公正取引委員会では，違反行為をした者に対して，その違反行為を除くために必要

な措置を命じます。これを「排除措置命令」と呼んでいる。 

②私的独占，カルテル及び一定の不公正な取引方法については，違反事業者に対して，

課徴金注１）が課される。 

③カルテル，私的独占，不公正な取引方法を行った企業に対して，被害者は損害賠償

の請求ができます。この場合，企業は故意・過失の有無を問わず責任を免れることが

できない。（無過失損害賠償責任）                       

④カルテル，私的独占などを行った企業や業界団体の役員に対しては，罰則が定めら

れている。 

この処分等を遂行するための機能として補完的な以下の制度が設けられています。  

独占禁止法の制度として①課徴金制度②課徴金減免制度注２）③犯則調査権限注３）④審

査手続・意見聴取手続がある。 

注１）課徴金：課徴金とは，カルテル・入札談合等の違反行為防止という行政目的を達成す   

るため，行政庁が違反事業者等に対して課す金銭的不利益のことをいいます。 

       公正取引委員会は，事業者又は事業者団体が課徴金の対象となる独占禁止法違反行為を行   

っていた場合，当該違反事業者等に対して，課徴金を国庫に納付することを命じます（法

第 7条の 2及び法第 20 条の 2から法第 20 条の 6まで）。これを「課徴金納付命令」と呼ん

でいます。 

注２）課徴金減免制度とは，事業者が自ら関与したカルテル・入札談合について，その違反内容

を公正取引委員会に自主的に報告した場合，課徴金が減免される制度です。公正取引委員

会が調査を開始する前に他の事業者よりも早期に報告すれば，課徴金の減額率が大きくな

る仕組みとなっており，公正取引委員会の調査開始日前と調査開始日以後とで合わせて最

大 5社（ただし調査開始日以後は最大 3社）に適用されます。事業者自らがその違反内容

を報告し，更に資料を提出することにより，カルテル・入札談合の発見，解明を容易化し

て，競争秩序を早期に回復することを目的としています。 

 また，原則，複数の事業者による共同の報告（共同申請）は認められていませんが，一

定の要件を満たす場合は，同一企業グループ内の複数の事業者による共同申請が認められ，

共同申請を行った全ての事業者に同一順位が割り当てられます。 

注３）公正取引委員会は，独占禁止法に違反する行為が行われている疑いがある場合には，事件

関係人の営業所への立入検査や関係者からの事情聴取等の調査を行っています。独占禁止

法違反被疑事件のうち，犯則事件（法第 89 条，法第 90 条及び法第 91 条の罪に係る事件）

を調査するため必要があるときには，裁判官の発する許可状により，臨検，捜索又は差押

えを行うことができます。これを「犯則調査権限」と呼んでいます。           

☆犯則事件について公正取引委員会は，ⅰ）一定の取引分野における競争を実質的に制限

する価格カルテル，供給量制限カルテル，市場分割協定，入札談合，共同ボイコット，

私的独占その他の違反行為であって，国民生活に広範な影響を及ぼすと考えられる悪質

かつ重大な事案ⅱ）違反を反復して行っている事業者・業界，排除措置に従わない事業

者等に係る違反行為のうち，公正取引委員会の行う行政処分によっては独占禁止法の目

的が達成できないと考えられる事案について，積極的に刑事処分を求めて告発を行う方

針であり，これらの事案に該当すると疑うに足りる相当の理由のある独占禁止法違反被

疑事件を犯則調査の対象としています。 

（以上、「公正取引委員会ホームページ」より引用） 

２）下請法（下請代金支払遅延等防止法） 

 下請法の目的と規制内容 

http://www.jftc.go.jp/dk/seido/katyokin.html
http://www.jftc.go.jp/dk/seido/genmen/genmen.html
http://www.jftc.go.jp/dk/seido/hansoku.html
http://www.jftc.go.jp/dk/seido/sinsa.html
http://www.jftc.go.jp/dk/seido/sinsa.html
http://www.jftc.go.jp/dk/guideline/lawdk.html#cms72j
http://www.jftc.go.jp/dk/guideline/lawdk.html#cms72j
http://www.jftc.go.jp/dk/guideline/lawdk.html#cms11sho
http://www.jftc.go.jp/dk/guideline/lawdk.html#cms90j
http://www.jftc.go.jp/dk/guideline/lawdk.html#cms91j
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下請法は，親事業者と下請事業者との間の取引を公正にし，下請事業者の利益を

保護することを内容とする法律で，親事業者による受領拒否，下請代金の支払遅

延・減額，返品，買いたたき等の行為を規制しています。 

               

下請法の対象となる取引での事業者の資本金規模と取引の内容          

(1)物品の製造・修理委託及び政令で定める情報成果物・役務提供委託を行う場合 

 

  (2)情報成果物作成・役務提供委託を行う場合（(1)の情報成果物・役務提供委託を 

    除く。） 

 

 以下の親事業者の禁止行為（下請負事業者の了解を得ていても又、親事業者にその意識

がなくても）を行うと罰せられる。 

親 事業者の禁止行為 

禁止事項 概要 

受領拒否（第 1項第 1号） 注文した物品等の受領を拒むこと。 

下請代金の支払遅延（第 1

項第 2号） 
下請代金を受領後 60 日以内に定められた支払期日までに支払わないこと。 

下請代金の減額（第 1項第

3号） 
あらかじめ定めた下請代金を減額すること。 

返品（第 1項第 4号） 受け取った物を返品すること。 

買いたたき（第1項第5号） 類似品等の価格又は市価に比べて著しく低い下請代金を不当に定めること。 

購入・利用強制（第 1項第

6号） 
親事業者が指定する物・役務を強制的に購入・利用させること。 

報復措置（第 1項第 7号） 
下請事業者が親事業者の不公正な行為を公正取引委員会又は中小企業庁に知らせたことを理由と

してその下請事業者に対して，取引数量の削減・取引停止等の不利益な取扱いをすること。 

有償支給原材料等の対価

の早期決済（第2項第1号） 

有償で支給した原材料等の対価を，当該原材料等を用いた給付に係る下請代金の支払期日より早い

時期に相殺したり支払わせたりすること。 

割引困難な手形の交付（第 一般の金融機関で割引を受けることが困難であると認められる手形を交付すること。 
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2 項第 2号） 

不当な経済上の利益の提

供要請（第 2項第 3号） 
下請事業者から金銭，労務の提供等をさせること。 

不当な給付内容の変更及

び不当なやり直し（第 2項

第 4号） 

費用を負担せずに注文内容を変更し，又は受領後にやり直しをさせること。 

 

３）請負契約での新たな問題点 

ⅰ）従来のモノづくりに関連した、請負での賃加工や設計請負や製造委託、そして

販売委託の関係のみならず、近年、特に重要となってきたのは、 

ⅱ）フリーランスの労働者の保護にこの方を適用していこうという動きである。

（2018 年１月 19 日読売新聞） 

公正取引委員会が労働市場に対しても独占禁止法や下請法を適用し、適正な労働市

場を維持することを進めている。これらは、市場の変化、つまり働き方の多様化に

伴い、雇用契約からフリーランスや副業による業務の請負が増加する一方、この中

での不公正な取引を禁止し、または摘発し、労働者（個人事業主）が不当な取引を

させられないよう監視していくものである。 

契約形態として、インターネットを通じて不特定多数の人に業務を委託（外注）す

る「クラウドアウトソーシング」という仕組みが広がり、個人の側でも仲介サイト

（仲介業者軍営）を通じて仕事を簡単に請け負えるようになってきたことも大きく

影響している。この中で、相対的に不利な条件で働くことを強いられる人も多くな

っていることも挙げられる。（企業と個人では交渉力に差がある）注４） 

注４）違反となる取引、契約の具体例として、①ライバル会社との契約の禁止、②優越的地位の

濫用による取引（報酬や仕事内容を実際よりよく見せかけて仕事を請け負わせる。③秘密を保持

することを理由に他の仕事を請け負うことを制限する、④出来た製品の品質について、クレーム

を付け、引き取らない（検収せず、対価を不当に支払わない等）等の問題が生じてきている。⑤

企業側の一方的な理由で追加の仕事が発生したにもかかわらず報酬額を据え置く。 

ⅲ）新たな請負委託（個人事業主やフリーランスとの契約）の問題 

ここでの問題点は、①フリーランスの人が能力を発揮し活躍できる場を制限する。

また②人材の獲得競争が抑えられる。③企業間のサービス競争が減って、利用者が

よりよいサービスを受けられなくなることが起こることにある。 

この点については、別項で再度論述する。 

 

2.4 独禁法の歴史 

   昭和 22 年（1947 年）3 月に制定された独禁法は、小さな改正はあったものの昭和

52 年（1977 年）の改訂まで続いた時期と言って良かった。キャッチアップ時代の日

本、高度成長を推し進める産業政策の中で、殆ど眠っていたもしくは機能してこな

かった時代と言える。 

その後、平成元年（1989 年）、平成 17 年（2005 年）及び平成 21 年（2009 年）の

改正と、罰金や課徴金算定率の引き上げや犯則調査権限の導入、対象行為の拡大等

一層の強化が図られてきた。 

本項（2.4）は、歴史認識等について、諸石光煕氏の「法と経済のジャーナル」『（中）

独禁法、米国の圧力と国内産業政策の妥協の歴史』（2010.8.19）を全面的に引用・一

部修正させて戴いている。御礼申し上げる。） 

http://judiciary.asahi.com/fukabori/2010081600002.html 
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 2.4.1 法制定の経緯 

  ①独占禁止法は、新憲法施行直前の昭和 22 年 3 月 31 日に成立した。新憲法施行まで

にどうしても間に合わさねばならない国家制度の基本法中の基本法である国会法がま

だ成立していなかった時期である。独禁法が如何に占領軍に重要視され、その強烈な

圧力のもとで制定されたかがうかがい知れる。 

   占領軍総司令部（GHQ）は、終戦の翌月の昭和 20 年 9 月に財閥解体を指示し、その

後の経済民主化政策の恒久化措置として独禁法の制定を指示した。ＧＨＱの指示は、

独禁法違反には厳重な刑事罰と、米国独自の損害賠償制度である三倍賠償を科すこと

とし、司法次官と補佐官二人からなる「三人委員会」が調査・起訴の任に当たり、特

別裁判所である「反トラスト裁判所」が判決を下すことを内容とするものであり、米

本国の状況をそっくりそのまま日本に持ち込もうとするものであった。                 

②これに対して日本政府側は、疲弊した経済の実情に照らして、厳罰主義を掲げる独

禁法の導入に強く反対し、GHQ 内の勢力争いを利用して、日本政府寄りであった民政局

の支援のもとに、対案として、内閣に設置する委員会が告発を行った者を刑事罰の対

象とする（専属告発権）との発想を打ち出し、そのままの内容で独禁法が成立した。 

2.4.2 産業復興と高度成長時代                            

①産業政策の競争政策への優越と「独禁法の冬の時代」               

占領政策によって戦時体制下の統制経済は廃止され、建前は自由経済になった。しかし、

戦後の混乱を乗り切り、経済復興を果たすためには統制経済が不可避であり、実態とし

てはカルテル的統制色が色濃く残った。さらに朝鮮戦争後の特需ブームの反動不況脱

出・産業構造改善のために、輸出入取引法をはじめとしてカルテルを公認する多数の独

禁法適用除外法が制定され、また産業ごとの近代化・構造改善のために、それぞれの事

業法によって独禁法の適用除外カルテルが認められた。加えて独禁法自体の中でも昭和

28 年の改正によって企業結合の制限が緩和され、再販売価格維持契約・不況カルテル・

合理化カルテルが広く一般的に認められるにいたった。このように日本では、独禁法は

制定されたものの、戦後の復興と朝鮮戦争後の不況脱出のために「産業政策」が「競争

政策」に優越する状況が継続し、独禁法の除外規定が多用されるばかりでなく、さらに

その枠の中に収まりきれない違法な闇カルテルが多数存在した。          

②刑事告発の実例は皆無であり、違反を認定された場合でも、原状回復を命じられるだ

けでそれ以上の不利益はなく、違反者は何ら痛痒を感じない状況であった。このような

合法・違法のカルテルにおいて、主要な役割を担ったのが戦前の統制団体の歴史を引き

ずり、監督官庁の強い影響力下にある各業種の業界団体・工業会であった。      

③また経営者・営業部門幹部の多くは、戦前のカルテル統制の中でキャリアを積んでき

た人たちであり、もともとカルテルに対する罪悪感はほとんど無かった。違法なカルテ

ルと合法的なカルテルとの差は、たまたまカルテルを容認する立法がなされている業種

に属しているかどうかの違いであり、周囲のどの企業も多かれ少なかれカルテル行為を

行っており、闇米の取り締まりのように、建前としては違法であっても、捕まれば不運

というだけのことで、社会的・倫理的に恥ずべき犯罪行為であるとの認識はほとんどな

いのが実情であった。                              

④公取委の独禁法運用自体も消極的であり、公取委自身が昭和 32 年の年次報告で、「日

本の産業中、カルテルのない業種はほとんど数えるに足りない」と公式に告白するよう

な強い統制色と弱い独禁法のもとで、日本経済は「横並びの設備投資」注５）と「景気

後退局面における一時的なカルテルによる操業規制」によって急速に生産能力を拡大し、

やがて高度成長を謳歌するに至った。                             

注５）日本の高度成長期において、後に経済学者が分析したように、旧財閥系グループ（金融・

生産・販売等）を中心にワンセット主義的な経済運営がなされてきた。特に石油・石油化学、
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化学の分野においては、原料、製品、二次製品、最終製品までが一連の化学プロセスで連結

しているような分野では、特に横並びの設備投資と政府主導（通産省＜当時＞主導）の技術

導入、外貨割り当てを含む：大蔵省の指導）および通産省の指導による設備投資に関する許

認可がなされてきた。《行政指導の時代》 

2.4.3 独禁法の復権の時代－石油ショックと消費者保護法としての独禁法の復権              

①その後、昭和 48年の石油ショックを契機として、本来は経済法である独禁法が消費

者保護法として脚光を浴びるに至った。石油ショックによる狂乱物価に対する庶民の深

刻な恨みが、軒並みに起こった企業の製品値上げに対して燃え上がった。その矛先が石

油産業に向けられ、そのハイライトが公取委による石油闇カルテルの刑事告発であった。

しかし、かえって独禁法のエンフォースを刑事罰でおこなうことの難しさが再認識され

る結果となった。また石油会社を相手取って、消費者団体が損害賠償訴訟を提起する動

きが起こったが、これも結局あのような異常な状況の中で、闇カルテルがなかった場合

に値上げが起こらなかったかどうかについての立証ができなかったということで、原告

敗訴の結果となり、独禁法違反行為に対して米国流に大衆訴訟(クラスアクション)を起

こすという動きも出鼻をくじかれて、その後は全く姿を消してしまった。      

②そのような中で昭和 52年に刑事罰とは別の制度として課徴金が導入された。これは

憲法の二重処罰禁止とのつじつまを合わせるために、「違反のやり得を防ぎ、違反行為

による不当利得を剥奪する制度」ということで制裁としての性格を否定し、課徴金額も

対象売上高の 2％という控え目な数字でスタートすることになった。                             

2.4.4 経済の成熟と米国の圧力のもとでの独禁法強化                

①1990 年代にはいって日米構造協議において、米国から日本市場開放のために独禁法の

強化を執拗に迫られ、これに渋々対応する形で課徴金の引き上げや告発方針の強化が図

られるなど、次第に独禁法違反行為に対する制裁が強化されてきた。             
公正取引委員会の刑事告発を受けて企業の事務所に捜索に入る検察の係官 

  

  まず、平成 3年には課徴金の算定率を製造業の大企業の場合 6%に引き上げた。さらに

日本経済の成熟・消費者の世論の昂揚・米国の圧力のもとで、本格的な独禁法の改正

が俎上に上ってきた。                            

②紆余曲折のすえ平成 17年に独禁法の大改正が成立した。改正の主な内容は、課徴金

を製造業・大企業の場合 10%、再犯企業は 15％に引き上げ、違反行為の自主申告に対

して課徴金減免（リーニエンシー）制度の導入、審判制度を事後審査型審判に変えた

ことである。課徴金引き上げに際して、課徴金の性格が不当利得の剥奪ではもはや説

明がつかないことから、行政制裁（違反行為を防止するという行政目的を達成するた

めの金銭的不利益）と趣旨を変更し、また罰金との調整規定を新設した。この改正を

契機として、日本企業の独禁法に対する取り組みは劇的に変化した。課徴金の引き上

げ、自主申告制度の採用による被摘発リスクの高まりが、カルテル・談合に対する世

http://judiciary.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2006/upload/2010081600002_1.jpg
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論の厳しい批判とあいまって、企業における内部統制システムの一環としての独禁法

遵守体制の急速な整備、さらには平成 18 年のスーパーゼネコン各社による談合システ

ム排除宣言といった、大きな時代の流れの変化として結実したのである。但し、大手

ゼネコンによる談合事件は、その後も後を絶たず、2017 年には、東海鉄道会社（ＪＲ

東海）のリニア新幹線の工事に絡み、大型の談合事件と自己申告とが発生してきてい

る。 

2.4.5 法改正の歴史と経緯                            

その後、平成 21年には、前回改正で積み残されたいくつかの問題点に関して、独禁法

改正が行われた。その後の動向としては、平成 22年 3 月に、審判制度を廃止してその

機能を東京地裁の専属管轄に移管することを内容とする独禁法改正案が国会に提出さ

れ、現在も国会の審議を待つ状態になっている。」 

2.4.6「歪んだ二階建て」                              

日本の独禁法の歴史は、その制定の最初の段階から、これに強い影響を与えようとす

る米国と、これに抵抗して、憲法をはじめとする既存の法律制度との整合性を保ちな

がら日本独自の変形を施そうとする日本側との拮抗関係の歴史でもあった。その結果、

日本の独禁法は、妥協の産物となり、法制度としては理論的な一貫性を欠いているこ

とから、継ぎはぎの歪んだ二階建て構造と酷評されることもある。また世界標準であ

る米国型とも、欧州型とも異なっており、他国に類例を見ない制度の組み合わせであ

り、外国から見ると判りにくい構造になっているとも言われている。経済活動のグロ

ーバル化に伴って、日本企業が外国の独禁法違反で摘発される事例が増えるのと同様

に、外国企業の日本での活動が日本の独禁法違反として公取委の手で摘発されるケー

スが増えてくることが予想されるが、その際に、日本独禁法があまりに世界標準から

乖離していると新たな国際摩擦の原因ともなりかねない。」との意見も出ている。」

（本項は、「法と経済のジャーナル」『（中）独禁法、米国の圧力と国内産業政策妥

協の歴史』（諸石光煕＜もろいしみつひろ＞を引用）） 

本論では、諸石氏の論にもあるようにグローバル化への対応（日本企業のみならず

外国企業の活動に対する対策）また国際的なルール化が予想される国際基準・標準で

の独禁法への対応、並びに従来はともするとモノづくり、形のあるモノ（製品、中完

成品、素材・原料等）に対する規制が大きかったが現在は、ソフト化社会、インター

ネット・情報化社会での電子的な商品、一般サービスそして金融サービス＜従来の銀

行・証券・保険サービス業の枠を超えたサービス業（従来の金融サービスからネット

化、デジタル化、そして国際化した金融サービスを広範囲に含むもの：ノンバンクや

消費者金融、ビットコインサービス、その他の金融サービス等）への対応がより重要

となっている。この点での対応がより重要となるという認識である。 

3．日本の独禁法とアメリカのトラスト法並びに EUの競争法について並びに－中国及びイ

ンドの競争法－                               

3.1 各国の競争法について                                

①日本の独禁法は、戦後 1947 年（ドイツは 1957 年）に制定された。          

②アメリカのトラスト法（シャーマン法）は 100 年以上前、1890 年に制定された。    

③EU 競争法は、1958 年に発行したローマ条約中の競争法規が始めであり、1967 年の EC

競争法の発展として 1993 年に制定されている。競争法は 1980 年以降、シカゴ学派の洗

礼（＊注 6）（自由主義の波）受け、判例法による現在の競争ルールがほぼ確立し、世

界の競争ルールとして定着してきている。                       
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④中国及びインドの競争法：中国の競争法（2007 年制定）独占的協定の禁止、市場支配

的地位の濫用の禁止、企業結合規制の３本柱からなり、インドの競争法（2003 年制定）

は反競争的協定の禁止、市場支配的地位の濫用の禁止、企業結合規制からなっている。

今後中国、インドの経済発展を踏まえるとアジアが今後の競争法の行方を決定する主戦

場となっている。アジアでも国際標準の競争法体型と競争ルールの確立が課題となって

いく。（村上 2017）注６）                                   

注 6）1950－60 年代は、企業分割による構造規制（付随的に厳しい企業結合規制）を志向するハー

バード学派が強く、1970 年代中頃から、市場メカニズムと経済効率を至上命題とするシカゴ学

派があり、特に 1970 年中頃からルールが変わり、シカゴ学派の影響で、カルテル規制と独占に

対する行為の排除の行為措置で対応し、企業結合規則と垂直的制限規制は緩和する方向がルー

ルとなってきた。 

⑤近年、経営学の課題として新たなビジネスモデルとして、デカップリングやモジュー

ル・オープンシステムとインテグラル・クローズドシステムそして、水平統合と垂直統

合、さらにサプライチェーンの構築といった新たなモデルが生じるに伴い、旧来の競争

環境とは、異なる様相を示してきている。特に、設計が重要となりそれらが、新たなソ

フトウエア（標準とデファクト・スタンダード的なものを問わず）が重要となり、これ

が新たな通信システム（インターネット等）を利用する世界では、新たな競争や競争制

限（独占等）が重要な問題となってきている。この問題は、別項で再度論述する。 

      3.2 日本の競争法の特徴                              

日本の競争法は、独禁法と下請法の二重となっている。このため適用法規において二重

適用という矛盾がある。これにはそもそも反トラスト法のコピーが原因とも言われてい

る。さらに下請法により、「優越的地位の濫用」に基づく日本特有の規制を生み出して

いる。1980 年以降の国際化並びに情報・ソフトウエア、通信システム等の発達と国を超

えたネット取引により国際的な競争のルールの統一、収斂が起こっている。      

4.公正取引委員会の機能・役割                                  

公正取引委員会の機能・役割としては、大きく以下の 4つの機能を有する。               

①違反被疑事件を審査し、排除措置命令・課徴金納付命令・警告を行う（独占禁止法の

執行）。                                    

②独占禁止法の特別法である下請代金支払遅延等防止法（下請法）の執行も、中小企業

庁と共に行う（中小企業政策）。                         

③競争政策の企画及び立案を行い、競争制限的な法令・政策・政府規制との調整や競争

環境整備に向けた調査・提言等も行っている。                   

④企業結合（M&A 等）に関する事前審査や所掌事務に係る国際協力も行う。かつては取引

に関連して、不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）も所管しており、誇大広告

や表示などがあった場合、本法に基づく行政処分や命令も発出していたが、景品表示法

の所管は 2009 年 9月に新たに発足した消費者庁に移管された。 

行政機関としては外務省（1869 年設置）（現在は、財務省と金融庁に分離）、会計検査

院（1880 年設置）に次いで古くから名称変更されずに続いている。一部業務については

第二次世界大戦後、GHQ 指揮の下、財閥解体を主導した持株会社整理委員会から引き継

いでいる。 

最近では橋梁談合事件における日本を代表する大企業の刑事告発やマイクロソフト や

インテルといった世界的なガリバー企業の摘発などその活躍振りにはめざましいものが

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A1%8C%E6%94%BF%E8%AA%BF%E6%9F%BB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%AA%B2%E5%BE%B4%E9%87%91
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%8B%AC%E5%8D%A0%E7%A6%81%E6%AD%A2%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%B9%E5%88%A5%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8B%E8%AB%8B%E4%BB%A3%E9%87%91%E6%94%AF%E6%89%95%E9%81%85%E5%BB%B6%E7%AD%89%E9%98%B2%E6%AD%A2%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E5%BA%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E5%BA%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/M%26A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8D%E5%BD%93%E6%99%AF%E5%93%81%E9%A1%9E%E5%8F%8A%E3%81%B3%E4%B8%8D%E5%BD%93%E8%A1%A8%E7%A4%BA%E9%98%B2%E6%AD%A2%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BA%83%E5%91%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BA%83%E5%91%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B6%88%E8%B2%BB%E8%80%85%E5%BA%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%96%E5%8B%99%E7%9C%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/1869%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%9A%E8%A8%88%E6%A4%9C%E6%9F%BB%E9%99%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%9A%E8%A8%88%E6%A4%9C%E6%9F%BB%E9%99%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/1880%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%A3%E5%90%88%E5%9B%BD%E8%BB%8D%E6%9C%80%E9%AB%98%E5%8F%B8%E4%BB%A4%E5%AE%98%E7%B7%8F%E5%8F%B8%E4%BB%A4%E9%83%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A1%E9%96%A5%E8%A7%A3%E4%BD%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8C%81%E6%A0%AA%E4%BC%9A%E7%A4%BE%E6%95%B4%E7%90%86%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A9%8B%E6%A2%81%E8%AB%87%E5%90%88%E4%BA%8B%E4%BB%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E4%BC%81%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%91%8A%E8%A8%B4%E3%83%BB%E5%91%8A%E7%99%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%82%AF%E3%83%AD%E3%82%BD%E3%83%95%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%AB
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ある。平成 17年度の同法抜本的改正により、「犯則調査権限」や「課徴金減免制度」が

導入された。これによってその権限は大幅に強化された。「市場の番人」や「企業再編

の番人」と称されることもある。 

5．公取委をめぐる昔からの問題（Old type Issue） 

5.1 市場における競争制限に関して 

  ①日本企業がまだ国際化（グローバル化等）していなかった時代且つもちろんモータ

リゼーション以前（自家用車）や都市鉄道、さらには、高速鉄道網＜新幹線＞、航空

網が未発達の時代、さらに全く想定されていなかったインターネットの時代以前では、

マーケットの考える範囲は狭かった。 

   市場は、原則国内市場であり、金融やサービス業にあっては、県単位、地域単位が

市場範囲として想定され、そのため国内のマーケットシェアがどの程度になるかが大

きな論点であった。 

   近年、九州の長崎県の金融機関の統合に関して、独禁法違反とのことで、統合が拒

絶される事例があるが、ネットバンキング等が広がる世界で、県単位での独占による

競争制限が起きるという判断には、首をひねらざるを得ない。 

②製造業においては特にマーケットシェアの問題に絡み、製鉄業、自動車産業、電子

部品産業での審査が行われてきた。 

  ⅰ）古い話であるが 1968 年に世紀の合併と言われた富士製鉄と八幡製鉄が合併の意向

を発表したときは、まさに両社の製造する製品ごとのシェア（30％以内なら OK）を

みて、大きなシェアになる製品については、他社に事業を譲渡する等の決断がなさ

れた。その後、国の中心産業から鉄鋼業がその地位を減らすことになり、その後、

鉄鋼製品が多く輸入されるようになると、もはや競争制限としての国内マーケット

シェアにより独占の弊害を問題視することはなくなった。その後川崎製鉄と日本鋼

管の合併やさらに新日鉄と住友金属の合併が問題となることはなくなったのは、ま

さにグローバル化の中で日本の鉄鋼業のシェアが微々たるものとなったことによる。 

ⅱ）中国の大幅な製鉄所の建設と大増産、アセラール・ミタル（欧州での巨大製鉄会

社の設立用が挙げられる。）の統合等を見れば、世界シェアでみて、競争制限が行わ

れているか否かを見ることが重要となってきている。 

むしろ製鉄業のシェアより原材料となる鉄鉱石や石炭の資源開発会社のシェアのほ

うがより大きな制限となってきていると思われる。 

市場として又産業における個別企業の規模からみれば、鉄鋼業は、地域分散型産業

であり、グローバルな単一市場で、寡占や独占的な支配が生じることはないと言え

る。（重量物では、製造での支配よりも輸送コストが支配力を持つため、結果として

地域独占や規模の経済での支配は困難な商品と言える。（その他の例として、セメン

ト産業等があげられる。） 

ⅲ）グローバル化の視点、つまり何を見て、競争制限となるかを、時代と経済構造を

見なければならなくなってきている。グローバル化の世界での独占禁止法の適用に

当たっては、国際的な観点からの新たな視点が必要となる。アメリカをはじめとす

る資源大国の動向を把握し、且つ多国籍企業の動きを見なければならない時代とな

っている。 

5.2 サービス産業における競争制限もしくは独占状態について 

サービス産業においては、特に流通業（GMS,スーパーマーケット、コンビニエンス・ 

ストア）の拡大において、地域保護的な観点がより重視される。過去においての独占 

的な市場支配や、地域経済（小売り業）の観点から一時は、大規模小売店（デパート、

ＧＭＳ等）の出店規制がなされた。 

ⅰ）1973 年大規模小売店の立地＜進出＞（大店法：立地の規制）、（大店立地法：地
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元中小・零細小売店・商店街との共存を図る）に伴う規制も出てきた。           

   しかし、アメリカ企業の出店を制限することともなり、WTO 違反の疑いから 2000 

年に大店法は、大店立地法へと姿を変え、ほぼ審査を受けず許可されていている。 

  （ウォールマート、コストコ、カルフール（仏）等の進出を阻害する）・・・しかし

実際は、これら国際的な小売りチェーン店は、日本の商習慣に合わないため、撤

退している。2018 年 7月 10 日ウォールマートは、西友の売却を表明した。） 

ⅱ）ライフスタイルの変化もあり、特にロードサイドの大型ショッピングセンター

や広大なショッピングモールの開設は、中心市街地の空洞化や「買い物難民」の

発生とその状況・姿を大きく変えてきている。（特に地方都市では顕著である。デ

パートの閉店も同時に多く発生してきたことでも伺える。） 

つい最近（2018 年 7 月）、名古屋中心部の栄での丸栄百貨店の閉店の話が報道され

た。一方で中央商店街の閉店＜商店街のシャッター通り化とモータリゼーション

から取り残された「買い物難民」（人口減少で従来の大型ＧＭＳの閉店が発生して

きている。）の問題もあり、単なる経済問題でなく社会問題化しつつある点も考慮

する必要がある。更に高齢化問題が商店および消費行動にも大きな影響を与えて

きている。 

 5.3 公取委による摘発（談合事件） 

独禁法のうち、カルテルやトラスト、そして何よりカルテルや談合（民間企業のみ 

ならず官製談合も）についての適用、摘発が多くある。 

特にわが国では、独特な商慣習が広く適用しており、且つ、又業界団体の親睦（ゴ

ルフ等）が多いため、また日本独自の各種の県人会、同窓会・同じ大学・学部卒業

生の懇親会等の交流等での場を利用した、実質的なビジネスの情報交換や談合が頻

繁に行われている。 

ⅰ）先に述べた通り、つい最近でもリニア新幹線の関わる工事について、大手ゼネ

コン 4 社（鹿島、大成、大林、清水）による談合事件が取り上げられ、これに対す

る摘発と自主申告がなされている。 

ⅱ）また海外でのカルテル事件として、度々日本企業が摘発され、多大な課徴金を

課せられるケースが出ている。2016 年 6 月経済産業省の調査「国際カルテル事件に

おける各国競争当局の執行に関する事例調査報告」では、市場分割カルテル、部品

カルテル、交通サービスカルテル、指標カルテル等がある。 

  事例として、カーボンブラック、ビタミン剤、ワイヤーハーネス、ベアリング、DRAM、 

  液晶パネル、航空運送・外航海運、銀行間取引金利（日本企業は含まれず）がある。 

  ・当該報告書では、「現在、日本の独占禁止法にも、諸外国の法制と同等に裁量型課

徴金制度を導入することを検討するべきとの声がある。その導入の検討の際には、

競争当局が課徴金額を算定する際の考慮要素の一つとして、独占禁止法審査手続に

ついての懇談会報告書で示された調査に協力するインセンティブへの問題だけでな

く、本報告書で取り上げた競争法の重畳適用・制裁金等の多重賦課により生ずる課

題への解決手段としても有効に機能するように、制度が設計されることが期待され

る。」と明記されてきている。 

  ⅲ）わが国の独禁法違反として、建設業を始め、官庁等への物品納入やサービス（廃

棄物運搬・処理、その他の官庁業務のＢＰＯ（下請け的業務発注）において、特定

企業（場合により当該官庁よりの人的交流＜出向や天下り等＞）との随意契約等が

継続的になされているという実態も挙げられる。これらの組織への発注に関し、談

合による受注調整が大きく取り上げられる。地方公共団体への政府からの出向者や

逆に地方公共団体からの中央官庁への出向も恒常的になされており、人脈形成とそ

の後の発注ではなくとも、地方交付金、補助金の予算付けの時の不適切な配慮や配

分がなされてきている。 

  不公正取引ともいえるような問題を抱えている。但し、発注ではないためほとんど
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不問に付されたり、問題視されてこなかった。 

  ⅳ）地方公共団体の入札では、必ずと言って良いほど談合が話題となる。またどう

しても発注したい（発注側として、期限内に処理したい）との観点から官製談合と

言われる発注側からの指導的な取り扱いも問題となっている。 

  ★最近の談合として、既に述べた通り、大手ゼネコン 4社による JR東海のリニア新

幹線の工事に絡む談合事件は、日本の建設業界および国土交通省そして日本経団  

連の副会長職を努める建設業界を代表する企業が行った行為として、もっと糾弾

すべきものと考える。 

   （日本経団連には、倫理規定があり、まさにコンプライアンス違反をしているの

なら、法人として厳しく問われなければならないのではないか。勿論、金融機関

も融資対象として、コンプライアンス違反の企業への対応をもっと厳しく取るべ

きではないのか。さらに国土交通省は建設業法の許認可権を有しているのであれ

ば、一時停止（東京都は、一定期間の入札禁止としている）等の処分がなければ

ならのではないか。公正取引委員会は、課徴金を厳しく課す（1回のみでなく繰り

返し談合が行われてきた点を問題視すべきである）等の裁定をすべきであると考

える。） 

  ★国外の公正取引当局と比べ、甘すぎるのではないか。運営体制を再検討すべきで

はないか。 

・海外での独禁法違反については非常に厳しい課徴金が課されている一方、国内での

制裁はゆるいとの指定がある。本格的な対応を公正取引委員会は迫られていると言

える。 

以上については、従来からあるモノ、サービスに関する各国での独禁法対応の事例

である。 

 

6.現在の問題点（独禁法並びに公取委のあり方） 

6.1 国際的な観点での問題点  

   ①経済民主化（民主主義下の資本主義）と消費者保護（および中小企業保護）そして零

細・個人事業主の保護をどのように市場を通じて適正な状態に保つか、そしてグローバ

ル化が進展する中で、先進諸国・中進国のみならず新興国がグルーバル経済で果たす役

割が大きくなる中、経済の民主化や市場経済と異なる国々（中国等）との経済交流・貿

易・投資・金融システムの中で独禁法の適用が大きな課題となってきている。           

②「産業・経済政策としての番人」又は「市場の番人」として、グルーバル市場を見な

がら一方で国内を見る役割はより複雑で重要となる。               

③さらに制度として、又法の国際的なハーモニゼーション（実はこれが大変厄介である）、

国際標準（ISO、その他）の構築が将来として望まれるのであろうが、各国の経済成長の

段階が大きく異なるため、一律のモノはできないと推測できる。                   

④一方で、野放にして規制が弱ければ国家間の不平等、経済格差はますます大きくなり、

世界情勢の不安定化にもつながるものと言える。もちろん一国内での格差も広がり国内

の不安定要素にもなりかねない。                        

6.2 産業構造からの観点                              

①現在の競争法として独禁法の適用として、従来からの製造業・興業、小売・卸売業を

主たる対象とした、所謂、オールド分野の経済監視に対して、              

②ソフトビジネス、ネットビジネス等の国際的な情報・通信ネットワークを利用したビ

ジネスや新たな金融ビジネス（FIN-TECH と呼ばれる技術を利用したサービス）、各種デ

ータベース（AI を利用するものを含む）の利用、知財権・著作権等の取引（ライセンス

を含む）を対象とするニュー（新規）分野の経済監視が急速に伸びている。       

③特にネットワークを利用したビジネス（情報と決済のシステム・仕組み）においては、

ビジネスの中心となるコンピュータシステム運用・管理地及びサーバ所在地（情報の集
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約点、保管点等）が国内に存在せず、海外にそして且つ、それらが多国に分散して集約、

保管されている場合、どのように対処、監視対象とするか等大きな問題を抱えている。            

これらの対象に対し、適切な経済監視と取締ができるか、現行の法律でどこまで対応で

き、どこが抜けてしまうのかをしっかり見極める必要がある。 

   6.3 グローバル化と独禁法の今日的問題                      

欧州（ＥＵ及びＥＵ委員会）で Google および Apple、Facebook、Amazon に対して

特別税を徴収する計画があるという。数週間以内に欧州指令として発表されるという。

多国籍企業が国家間の税制の違いを悪用して支払う税金の額を抑える、いわゆる節税

行為を積極的に行っていることが問題となっていた（過去記事）。新たに課せられる税

率は 2％から 6％ほどになる予定だが、「6％よりも 2％に近い」としている。税金は利

益から徴収するのではなく、四つの企業の売上高に課税される外形標準課税的なもの

になるようだ。多国籍企業が国家間の税制の違いを悪用して支払う税金の額を抑える、

いわゆる節税行為を積極的に行っていることが問題となっていた（過去記事）。新たに

課せられる税率は 2％から 6％ほどになる予定だが、「6％よりも 2％に近い」としてい

る。税金は利益から徴収するのではなく、四つの企業の売上高に課税される外形標準

課税的なものになるようだ。2018 年 5 月のＥＵ委員会による「一般データ保護規定（Ｇ

ＤＰＲ：General Data protection Regulation）」の導入は特に米国ＩＴ企業（本項上

記の企業を代表とする）が念頭にあると言われ、売上高 4%か 2000 万ユーロの高い制

裁金を科すものである。これは一方で米国の強い反発を受けることとなる。米国トラ

ンプ大統領の強い不満を呼ぶこととなり、ＥＵ－米国間の貿易問題の協議と相まって

新たな貿易摩擦の発生ともなる。更に 2018 年 7 月 18 日の米国ＩＴ大手の Google 社

へのスマートフォン向け基本ソフト「アンドロイド」と応用ソフトの提供をめぐり、

ＥＵ競争法違反で 43 億 4000 万ユーロ（5, 700 億円)の巨額の制裁金を科した。この

問題は、ＩＴビジネスの盛んな日本等の先進国、中国、インド等にも大きな影響を与

える問題である。 

7.公取委が取り扱う昨今の重要問題（ニュー（新規）分野） 

7.1 新たな情報と知識の収集、加工、利用に関する取引市場の寡占化の問題 

近年、情報・通信、ソフトウエア、データベース等の分野、データ解析（データア

ナリストの世界）技術分野、各種データの収集・集積・加工の分野、ＡＩ利用技術、

知財及び著作権（電子図書館や KINDLE 等の電子書籍の取り扱いを含む）での独占的

な行為が、欧米の企業を中心としてなされている。いわゆるＧＡＦＡ（Ｇｏｏｇｌ

ｅ，Ａｍａｚｏｎ，ＦａｃｅＢｏｏｋ、Ａｐｐｌｅ）等による情報の独占、囲い込

み、利用制限や抱き合わせ、不当な契約の強要等は今後、公取委の取り扱うべき大

きな課題と言える。この問題は、我が国のみならず、ＥＵ諸国からも厳しく指弾さ

れ、事例として高額の課徴金、清算金が課されてきている。翻って我が国では、こ

の分野の市場独占に関する対応が甘いと言われている。又近年脚光を浴びている民

泊ビジネスに関する仲介サイト運営業者をめぐっての問題もある。これらの点を以

下、9項目に絞って詳しく述べてみる。 

  ⅰ）ビッグデータの取り扱い（特に個人データ） 

    （医療用を含めＤＮＡ等の遺伝的な情報の獲得、解析を含む） 

  ⅱ）データベースと AI 

  ⅲ）メール情報の解析（メディアや作家等の団体からの反対が多い） 

   テロや犯罪の温床ともなりかねない情報の伝播を規制することも検討されている。 

  ⅳ）知財及び著作権侵害とそして海賊版サイト対策（ブロックアウト）対策 

    特に海外サイトによる著作権侵害（「漫画の発行と同時に、無料サイトにマンガ

がアップされ出版社の被害は大きく（マンガが売れず、マンガ作家にも原稿料

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8C%87%E4%BB%A4_(EU)
https://srad.jp/story/17/09/14/0654233/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E7%A8%8E#%E5%A4%96%E5%BD%A2%E6%A8%99%E6%BA%96%E8%AA%B2%E7%A8%8E
https://srad.jp/story/17/09/14/0654233/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E7%A8%8E#%E5%A4%96%E5%BD%A2%E6%A8%99%E6%BA%96%E8%AA%B2%E7%A8%8E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E7%A8%8E#%E5%A4%96%E5%BD%A2%E6%A8%99%E6%BA%96%E8%AA%B2%E7%A8%8E
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が入らない等の問題が大きい）この規制（ブロックアウトを要請している）の

一方で、表現の自由・通信の自由のもとに反対している一部学者がいる。 

  ⅴ）フリーランサー（労働者：個人事業主と発注者の交渉力の不均衡）の保護 

    交渉力の不均衡による無理な契約をさせられるが、従業員や被雇用者でないた

め労働関係の規制や保護が及ばない事態となっている。経済学でいう、労働力

という特殊な商品の取り扱いについてはまだまだ対応が取れていない。 

  ⅵ）ビッグデータの解析結果の特定目的への利用によるビジネスへの応用 

  ⅶ）ＡＩ技術によるデータ解析（顔認証、その他）は、個人識別や監視社会へとつ

ながりかねない問題を含んでいる。 

  ⅷ）ソフト＆ハードの取り扱い（携帯電話等の料金プランの制限等） 

  ⅸ）民泊仲介サイトのビジネス 

 7.1 ビッグデータの取り扱い（特に個人データ） 

  １）ビッグデータの利用は、昨今のＡＩ技術活用においてビジネス上、大きな情報

源であるとともに、その情報が個人の承諾を得たものか否かが大きく問題となる。 

   近年一部の勝ち組にデータが集中し、ますます勝ち組に有利になってしまうこと

に対する警戒感を通り越した危機感が出ている。たとえば検索エンジンの世界史

エア 9割のグーグル、検索や投稿サービスの利用で 20億人を超えるフェイスブッ

ク社は利用状況を把握することで膨大な個人情報（個人データ）を吸い上げビジ

ネスに活用してきている。更にインターネット通信販売のアマゾン・ドット・コ

ム、iＰｈｏｎｅの販売のアップル（総称してＧＡＦＡ（ガーファ）と呼ぶ）の時

価総額は、260 兆円に上り、日本のＧＤＰの約 50%にも及ぶ規模となっている。 

   これらの企業の圧倒的地位の源泉＜デジタル時代の新たな石油：但し枯渇の恐れ

はない＞は、個人データの活用にあるといえる。 

  ２）公取委としては、不当な方法で集めたり、囲い込んだりして新規参入が進まず、

日本企業が不利に立たされることを警戒しているが、実際の行動はなされていな

い。一方、ＥＵ（欧州委員会）は、検索サービス市場で独占的地位の乱用におい

て、グーグルが商品比較サイトの検索で同業他社を不当に締め出した（欧州の何

百万人もの市民からサービスの選択肢を奪っているとの批判）として実力行使に

踏み切り、巨額の制裁金（5,700 億円：43.4 億ユーロ）を科すことを決めた。(2018.07．

18)（読売新聞 7月 19 日） 

  ３）これに関して、公取委はこれらの国境に関係ないネット上のデータの取り扱い・

取引に関して、「従来の概念が当てはまらない競争環境」に対して、対応が弱いと

の指摘がなされている。  

   最近、公取委は、ＩＴ専用の情報提供窓口を設置し、データ分野での情報収集と

独禁法違反となる行為がないかの監視を強めつつあるとのこと。但し、近年は企

業間の秘密保持契約で実態がつかみにくくなっていることも特記すべき点である。 

  ４）エネルギー源特に液化天然ガス（ＬＮＧ）の市場・価格形成をめぐり、「40 条調

査」と呼ばれる強制力のある調査が実施され、取引上優位な企業（諸外国のＬＮ

Ｇ生産国企業等）が取引先（ここでは日本のエネルギー会社＜石油・ガス・商社・

電力会社等＞）が不公正な契約を結んでいたとしても、秘密保持を盾に協力を拒

み実態の把握ができなかったがこれ関して是正を求めることができるようになっ

てきた。 

   ★筆者が昔、担当した業務(技術提携・ライセンス)の中で同様の趣旨の問題があ

ったが、当時の公取委の指導により不公正な・且つ不公平な技術導入契約＊注７）

を避けることができたこともある。 
     注 7）事例として、海外企業からの技術導入に関する契約において、導入先の技術の適用、

応用から新たな技術が生まれた場合、その新たな部分の技術（特許権やノウハウとし

て確立したもの）も技術の導入先の技術として無償で提供（グラントバック）せざる
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を得ないような場合に、公取委の指導・勧告により当該部分の契約を不平等が少ない

ものに変更できた。 

   ①ビッグデータの一例を上げれば、商品の購買状況データ（コンビニやスーパー、

デパート、ショッピングモール等での購買履歴）、各種エンターテイメント系施

設・サービスの利用履歴等があげられる。 

更に、インターネットでの購買履歴やインターネットでの検索記録の利用は、

本人確認・承諾がなければならないものです。（アドセンスやアドワーズ等を含

め）、個人情報保護の観点でも、これらのデータの他社等への利用(販売、貸与、

共同利用等)も問題となる。仮に匿名化して、統計データ処理した場合の利用に

関して、競争環境を制限するような場合はやはり問題となる。 

    ⅰ）コンビニやスーパー、デパート、ショッピングモール等での購買履歴に関 

しても新たなサービス適用のデータの作成、並びに提供に供する場合、匿名

化処理をしない場合は、問題が生じる恐れがある。 

     さらに、現代は、各種の金融連動カード（クレジット、リボルビング、電子 

マネー）との連動がなされるため、これらの複合情報は、個人情報保護の観

点からも、匿名化をしないデータの利用は大いに問題が生じることが予想さ

れる。一方的な、情報収取により消費者に不利益をもたらしたり、他社に対

する競争制限となることも考えられる。 

今後、金融・消費サービス（モノ、サービスの購買）でのキャッシュレス化

の進展は、ＱＲコードでの決済が激増するなか、デビット機能、クレジット

機能、電子マネー機能と拡大する中でこれらの取引・決済に係るビッグ且つ

個別＜個人特定可能＞データの取り扱いが大きな問題となる。 

特記）ちなみに中国は、今や決済手段としてのモバイル決済（ＱＲコード

利用の決済）（「アリペイ」「ウィーチャットペイ」＜運営会社は、アリバ

バ、テンセント＞等）は都市部では 98.3%にも及んでいる。(2017 年 6月

日銀レポート)これらの取引・決済データ（個人情報の塊）が集積され、

利用もしくは国家が監視に利用でき、又している可能性が強い。しかし

中国国民は個人情報保護の概念が薄いか、ないため、個人は利用の便利

さを優先しているのが実情である。 

  近年、中国では店舗固有のＱＲコード（割り当てられている）が何者か

によってプリントされた別のＱＲコードに張り替えられ、他人のＱＲコ

ード持ち主に決済額はわたってしまった。つまり詐欺されてしまったと

いう事件も派生している。このため中国政府はモバイル決済の利用限度

額の規制を恥じ又とのこと。(「中国Ｗｅｂマーケティング・ラボ」より

引用（2018.01.14）) 

★旅行者は、ＱＲコードによるモバイル決済ができないため、不便ではある 

が情報は提供・漏洩の恐れはない。*注 8） 

      もちろん、自動的な情報提供（収集）はコストセーブ（合理化）となるた

め、各種の割引やポイント付加による利益の還元はある。 

      これらシステム導入（近年ではモバイル決済が増大すると予想される）が

できない事業者・個人商店等にとって新たな競争制限ともなるが、一方で

事業者側にとっての新たな付加価値による競争優位な条件ともなる。 

     ★日本では従来の電子マネーによる決済は、端末を設置しなければならず、

個人商店、事業主等ではそのコスト負担が大きく、不況の妨げとなってき

た。この点で、金融機関とのタイアップも含め中小事業者や個人商店が導

入できるシステムの開発が急がれ、望まれる。 

      もちろん、クレジットカード(デビット機能)での決済も同様に設置コスト

が掛るため導入企業、商店等は限定されている。 
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      注 8）ヨーロッパでは、市場(マーケット)、個人商店での少額利用でも金融

カード（クレジットカード）の利用はあたり前である。このため旅行

者にとって買い物、少額の飲食では大変便利であった。 

     監視機能としての公取委の役割も当然重要性を増してくる。（従来の大手企業

による競争制限の観点だけでなく、中小事業者の保護と自立支援のための政

策実行も重要となる。 

 ⅱ）交通機関等の利用履歴は、（交通カードでの利用状況：乗車駅、乗換駅、降

車駅とその時間帯、高速道路の利用＜入・退、ＰＡ，ＳＡの利用、ＩＣ，Ｊ

Ｔの通貨履歴、カメラ・映像情報との複合）も重要となってきている。特に

匿名化処理ができれば、各種の社会的問題の解決に役立つものとなる。   

都市、地域の管理・活性化、防犯対策、防災全般、医療システム、小中学の

教育システムにも及ぶ。 

・交通機関運営者が混雑度調査の目的で合理的理由の範囲で利用する場合は、

納得できるものの、たとえ系列会社であってもデパートやショッピングモー

ル等でのマーケティング並びに集客目的での顧客移動・乗り換え時間帯、滞

留時間の調査である場合、問題が生じる場合がある。但し、2011 年 3月 11 日

の東日本大震災時の交通機関の乱れ(サプライチェーンを含む)、途絶等を踏

まえた、総合交通政策、インフラ整備、災害予防対策等の目的での利用は公

共性・公益性の観点から匿名化を前提に大いに利用する価値があり、逆に秘

匿化は別の観点から大きな問題を有する。国土交通省を先導とする高速道路

網、鉄道網、航空機（場合によりドローンを含む）、内航船舶（ヨット通信設

備、位置情報発信設備のあるもの）等の利用経路情報の利用も同様に公共性・

公益性のあるものは、データの利用に関して推進するものはある。 

         ⅲ）インターネット上での各種購買履歴及び同上での各種検索履歴

等は、投稿履歴等はまさに個人と結びついた情報であり、利用価値が非常に

高い情報となってきている。ＧＡＦＡ（グーグル、アマゾン、フェイスブッ

ク、アップルの総称）はこの分野で突出した国際的大手である。（デジタル時

代の石油とも呼ばれている。） 

②災害関連データ・記録の活用は、2011年 3月11日の東日本大震災の教訓と共に、

又最近では 2018 年６月 18 日に発生した大阪の都市直下型の地震、同じく 7月 6

日-8 日及び 9 日にかけての広島、岡山、愛媛を中心とする西日本豪雨での情報

（政府・自治体、その他公共施設の情報の見ならず個人がスマート・フォン等

で発信した情報も有意義なものである。これらの公共・公益での利用は是非進

めたいものである。 

③医療機関の利用データ・診察内容、そして疾病履歴（疾病予防、疾病の治療、

そして疾病者本人のみならず家族、家系の情報を含んだ情報）、健康データ（日々

の健康管理データ）も個人として重要な情報ではある。 

 ⅰ）疾病データは、その人種（血液的に近隣である人々を総称）、そして家系か

ら得られる情報は、新たな医療の進歩、薬の開発（創薬）にも大きな情報とな

る。特に遺伝子情報や脳の仕組み、働きの診断・検査内容は新たな新型疾病や、

現代の大きな問題となっている三大、四大成人病対策にも大きな意義を持つ。 

ⅱ）一方、遺伝子関連の情報やその他個別情報は、医療分野のみならず民間保

険会社の情報として利用されると個人の権利の侵害や医療・健康を建前とした

差別のための情報へと変化し、大きな問題を含むものとなる。 

ⅲ）更に健康志向で日常の生活状況（血圧、心拍数、その他病歴を抱えた人の

特定の検査、管理データ）がインターネットにて医療機関、検査機関のみなら

ず民間の健康管理センター等に送信され、そのデータが蓄積され、解析された

場合、大きな個人の健康情報が外部利用可能となり、新たなビジネスもしくは、
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不必要な予防情報の提供、氾濫、各種医療サービスの差別へとつながりかねな

い問題が生じる。この点は、早期に消費者（利用者）と各種機関、民間企業（健

康管理センター）との情報保管、処理・解析、伝達のルールを確立しておく必

要がある。 

 本件は、国民の医療制度、保険制度、保険会社、その他健康関連グッズ提供企

業、サプリメント提供企業、その他化粧品、食品メーカーも交えた広範囲な取

り決め、ルールの確立が望まれる。 

★公取委としては、これらの情報が不公正に収集されたり、解析されたり、独占

されたり、この情報を基に他の企業による競争が制限されたりしないかの監視

が重要となる。 

④すでに①のⅰ）でも述べた通り、キャッシュレス時代での自動引き落とし(モバ

イル決済)（電子マネー）システムの普及はすべての購買、利用状況が瞬時に把

握され、個人のプライバシーの垣根をなくしかねないことが生じる。（監視社会

の中国では、すべての人が電子マネーを利用する便利さを優先しているが。又

フィンランドはエストニアのＩＴ社会の進展による情報集積を又それなりに問

題を含んでいると考える。） 

★特に各種の情報を国家が一元的に管理する「監視社会」となっている中国は

やはり異常と言わざるを得ない。）（もちろん程度ではあるがアメリカも情報を

国家が集約・収集できる社会となってきている。） 

 もちろん、ネット利用の財やサービスの利用履歴も大きな情報として、より重

要な管理と保管（場合により消去の義務化も）は重要となっている。 

 （決済情報のみならず住所、電話・メールアドレス等の情報、その他属人的な

趣味その他の情報も自動的に収集されてしまう。・・・各種会員カード・お店の

会員カードの発行等） 

⑤情報・データの収集・利用・管理・保管（複製を含む）ついて 

情報後進国ともいえる日本はどのようすべきかが重要である。 

 個人情報保護法により、個人情報（データ）（会員情報等）に関しては、多少な

りとも意識の向上はなされつつあるが、ＩＴシステム・セキュリティシステム

の不備による個人情報漏洩、改竄、流出事故は後を絶たない。（ＢＥＮＥＳＳＥ

による塾やその教育教材に関する情報漏洩は記憶に新しいところである。） 

  ビジネスでの情報（顧客関連、取引先関連等）の取集・利用・管理・保管に

関して、公正な手段での収集そして、情報解析、発信、複製保管等において、 

 不公正なまたは不法な競争制限、不公正取引にならないか、事前検査も含め濫

用が起こらないための一定の規制を検討すべきである。もしくは、巨額な損害

賠償、課徴金を科す等の抑止的な対策も講じておく必要がある。 

現在の公取委でのこれらの違反及びその恐れのある状況把握のための窓口、組

織の拡充が一方で臨まれる。（ＥＵ，アメリカに対してこれらの体制がかなり見

劣りするのが現状である） 

⑥日本は、最近、年金機構がデータ加工に関して、「国内業者に委託したにもかか

わらず、その企業が中国企業に再委託する」という、国民の年金関連情報の加 

工を再委託する（さらにその再委託先が情報を国家監視・管理している中国企

業であったことが判明した）という、まったく情報管理（ナショナルセキュリ

ティ管理）や商道徳並びに倫理性を欠いた行動を起こしたが、その行為をまと

もに処罰もできず、官庁関連機関としての責任感も情報管理概念も持ちえない

という全くひどい状況にあることが発覚している。 

必ずしも独禁法での対応ではないが、これらのデータが勝手に利用、流用され、

経済的に損害や損失が発生した場合、又は発生する恐れが生じた場合の対応、

対策、処罰についてのルールの構築が喫緊の課題といえる。 
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7.2 データベースと AI 

データベース(database, DB と呼ばれる)とは、通常、検索利用を目的として検索や

蓄積が容易にできるよう何らかの情報処理しシステム（コンピュータソフトウエア

等）を利用して整理された情報の集まり置いう。 紙・音声、映像等での住所録、記

録などをデータベースと呼ぶ場合もある。コンピュータを使用したデータベース・

システムでは、データベース管理用のソフトウェアであるデータベース管理システ

ムを使用する場合も多い。                          

注）実際のデータベースの例として、次のようなものが挙げられる。              

住所録、検索エンジン、電子カルテ、オーダリングシステム、企業データベース、

音楽データベース、化学データベース、OPAC(オンライン蔵書目録：図書検索データ

ベース)、IPDL（特許電子図書館）、棋譜データベース[1]など 

産業的には、医薬品情報ＤＢ，医療情報ＤＢ，化学品情報ＤＢ，その他各種の商品

に関する多くのＤＢが存在する。皆がよく利用する購買比較ＤＢやトラベル関連等

のサービスＤＢもあり各種法規に関するＤＢもある。 

 

今後は、各種ＤＢを利用し、ＡＩ技術としてまとめたものの権利(所有権、販売、利

用、再販売・再利用等)についてもその取扱いがより重要となる。 

 

①生データに関する権利 

 まずデータベースの基礎となる生データの権利についてみると以下の通り整理で

きる 

 
①誰も権利を持っていないデータ(操業データ、センサーデータ)とは、 

工場機械・プラントの操業データや自動車のセンサーデータ、各種機

器・プラントのセンサーデータ、天気のデータなどがあります。日本の

法律ではデータそのものに何らかの権利が発生することはなく、それら

のデータについては誰も何の権利も持っていません。  

ですから、それら権利がないデータを利用してデータベースを作ったり、

学習済みモデル (ＡＩモデル )を生成する行為は原則として何の問題もあ

りません。  

  ②「誰かが何らかの権利を持っているデータ」について  

もっとも問題になるのは著作権で保護されているデータ、つまり「著作 

物」です（個人情報は正確には「権利」ではないのですが、ここでは便宜

的に記載しています）。  

たとえば、文章、写真などの著作物は創作した人が著作権を持つ著作物で

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A4%9C%E7%B4%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BD%E3%83%95%E3%83%88%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BD%8F%E6%89%80%E9%8C%B2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E3%82%AB%E3%83%AB%E3%83%86
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%80%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/CDDB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%96%E5%AD%A6%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/OPAC
https://ja.wikipedia.org/wiki/IPDL
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A3%8B%E8%AD%9C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9#cite_note-1
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すから、WEB 上の文章を元にコーパスを生成する場合や、WEB 上の画像

を元に画像識別用のモデルを生成する場合に、それら著作権者の著作権を

侵害しないかという問題があります。  

また、診断補助用の医療 AI を生成する場合には、医学論文・文献など著

作権があるデータ、大量の患者さんの診断データ・画像データなど個人情

報が含まれているデータを利用しなければなりませんが、そのようなこと

が可能なのかどうかが問題となります。  

個別に個人から承諾を得ることは大変となります。  

 

  7.2.1 データベースの法的諸問題 

   データベース利用等に当たっては常に以下の問題がある。の瑕疵、所有権、盗用、

契約違反、その他、データベースの独占（専用）があげられる。 

   本項では、独占禁止について考察する。 

   昭和56年3月(財)日本情報処理開発協会は「データベースに関する法的諸問題」の中

で情報独占、再販売価格維持行為、事業者団体(アウトサイダーの取り扱い)、(20ペ

ージ)について述べており、ⅰ）作成したデータベース（ＤＢ）を所有し、利用した

からと言って私的独占には当たらない。(特許権の独占的行使と同様である。しかし、

データベースは特許権と違い登録や排他的権利が与えられておらず、侵害の差し止

め請求感がない等の違いがあり、同じ内容のデータベースを作成した場合、その作

成・利用を差し止められない。ⅱ)ＤＢ取引がデータベースの売買、再販売という形

態をとる場合（輸入業者やオフラインディス酉リビュータが関与する場合）、当初の

売主たるプロデューサーが次段階の売主となるディストリビュータに売却する際に

そのＤＢの再販売価格を指示し、遵守させる内容の契約を結ぶと不公正性な取引（独

禁法19条）に該当し、独占禁止法違反となる。オンライン・ディストリビュータが

関与する場合、ＤＢの利用対価はプロデューサーとユーザーの間で授受されるので

あるからプロデューサーからディストリビュータへの再販売価格維持の指示にはな

らない。プロデューサーが同一内容のＤＢを複数のオンライン・ディストリビュー

タを通じて流通させる場合に、ディストリビュータがユーザーから受け取るコンピ

ュータ・リソースの使用料金を指示した場合、再販売価格維持行為と炊事の問題と

なる。プロデューサーとユーザーの検索代行業務を営むブローカーが介在する場合、

プロデューサーがブローカーに対し1件当たりの検索代行サービス価格を指示する

ことも再販売価格維持行為となる。ⅲ）業界団体が、一括してＤＢの購入ないし利

用契約を締結し、さらにその構成員たる事業者に必要情報を提供する場合、通常帆

は、一定の取引分野における競争を実質的に制限したり、後世事業者の機能または

活動を不当に制限することにはならず独禁法の問題とはならない。しかし、アウト

サイダーに対して、ＤＢを売却しまたは利用させないとの内容の契約をプロデュー

サーと締結し、そのことが一定の事業分野における現在、将来の事業者数を制限す

ることになるなら独禁法違反となる。また費用の面で単独で当該ＤＢを購入契約に

耐えられない場合、当該事業者団体への加入を制限することはすることは独禁法違

反となる。 

ンラリビューオンライン・ディストリビュータオンライン・ディストリビュー 

7.2.2 著作権としてのデータ（データベースの作成・編集を含む）の取り扱い 

 データベースとデータベースの著作物の関係を図示すると以下のようになります。 



 

 

総合知学会 Vol. 16, 2017 

 

127 

 

注）著作権法では、全てのデータベースが著作物となるわけではない。 

ただし、一定の要件を満たしたデータベースについては「データベース

の著作物」として保護される 

ということになっています。 

これはデータベースの構成要素であるデータそのものの著作物性とは

無関係でして、データそのものに著作物性がなくても、その集合体であ

るデータベースに著作物性が発生することがあります。 

では、どのような場合に「データベースの著作物」として保護されるか

ですが著作権法には以下の定めがあります。 

      注）（データベースの著作物）第十二条の二  データベースでその情

報の選択又は体系的な構成によつて創作性を有するものは、著作物と

して保護する。 

２ 前項の規定は、同項のデータベースの部分を構成する著作物の著作 

者の権利に影響。                         

つまりデータベース（ＤＢ）のうち、「その情報の選択又は体系

的な構成によって創作性を有するもの」については、仮に個々の

データに著作物性がなくても「データベースの著作物」として保

護されることになるのです。 

★但し、著作権の保護は公取委の管轄ではありません。これらの  

著作物特に今後いろいろ取りざたされるＡＩ（学習済みモデル）

の利用において注意する問題となる。 

7.2.3 データベースとＡＩ  

「生データ」と「データベース」と「学習用データセット」そして

学習済みモデル」を分類して把握し、自社以外の第三者が何らか

の権利を持っているかどうかを確認することが重要となる。  

なお所有権、二次使用権等については、法務関係で対応をいろいろ行って

きている。 

一方、経済の観点や競争維持の観点からのデータベース（従来は、単純な

名簿業者によるデータ利用、売買が多かったが、近年は、ネットによるこ

れらのデジタル情報の不公正な、不法な拡散があらゆる犯罪行為を助長し

ている。）の管理、利用が通販を始め各種予約サービス等がインターネット

での予約や購入・利用のデータは多く収集（発信）されている。 

        以下、「生データ」と「データベース」と「学習用データセット」

そして学習済みモデル」の生成をプロセスを追って見てみる。  

      まず、ＡＩには 2 つのフェーズがあり、一番目は「ＡＩを構築す

るフェーズ（学習フェーズ）」であり、二番目は、「作成され
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たＡＩを使用するフェーズ（予測・認識フェーズ）」である。 

 

ここで問題にするのは、ⅰ）第三者の生データを収集し、ＤＢを作成し、

学習用データセットを作成、その後機械学習、ディープラーニングを一連

ので行った結果の学習済みモデルを作成し、この学習済みモデルを提供・

販売する行為が適法なのか？ⅱ）第三者の生データからＤＢを作成し、当

該ＤＢにラベル処理等をして学習用データセットを作成、当該データセッ

トを提供・販売する行為は適法なのか？ⅲ）第三者の学習用データセット

を利用して機械学習、ディープラーニングを行って学習済みモデルを生成

し、当該学習済みモデルを提供・販売する行為が適法なのか？ⅳ）第三者

の学習済モデルに入力・出力を行い、当該入力・出力を取り出して機械学

習・ディープラーニングを行って別の学習済みモデルを生成し（蒸留）、

当該学習済みモデルを手卿販売する行為は適法か？である。 
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    以上について、対象データ・対象ＤＢが著作物であれば、適法ではな

い。（違法となる）また、複製・翻案行為に当たるなら適法ではない。

更に契約で禁止されているなら適法ではない。著作権法第 47 条の 7 の

要件を満たさなければ適法ではないこととなる。深層学習にこの条文

を適用する際のポイントは２つあります。１つは、「非営利」に限定

されていないこと。 

つまり営利目的（販売・有償提供目的）の学習済みモデル生成のため

にもこの条文は適用されますので、著作物の「記録・翻案」が可能で

す（ちなみに諸外国の例では非営利目的のみ許容されているようです）。

もう１つは「記録・翻案」しか許されていないこと。あくまで「情報

解析」に向けての「記録・翻案」のみが許容され、それ以外の「譲渡」

や「公衆送信」は許されていません。

 

注）MIT ライセンスとは、マサチューセッツ工科大学を起源とする代表的なソフトウェア

ライセンスである。X11 License または X License と表記されることもある。MIT License

は GPL などとは異なり、コピーレフトではなく、オープンソースであるかないかにかかわ

らず再利用を認めている。BSD ライセンスをベースに作成された BSD スタイルのライセン

スの一つである。MIT License は、数あるライセンスの中で非常に制限の緩いライセンス

と言える。要約すると、次のようなライセンスである。ⅰ）このソフトウェアを誰でも無

償で無制限に扱って良い。ただし、著作権表示および本許諾表示をソフトウェアのすべて

の複製または重要な部分に記載しなければならない。ⅱ）作者または著作権者は、ソフト

ウェアに関してなんら責任を負わない。                                     

注）著作権法第四十七条の七  著作物は、電子計算機による情報解析（多数の著

作物その他の大量の情報から、当該情報を構成する言語、音、影像その他の要

素に係る情報を抽出し、比較、分類その他の統計的な解析を行うことをいう。

以下この条において同じ。）を行うことを目的とする場合には、必要と認めら

れる限度において、記録媒体への記録又は翻案（これにより創作した二次的著

作物の記録を含む。）を行うことができる。ただし、情報解析を行う者の用に

供するために作成されたデータベースの著作物については、この限りでない。

「情報解析」のためであれば、必要な範囲で、著作権者の承諾なく著作物の記

録や翻案ができる、というものです（ただし一部例外あり）。 

この場合「情報解析」に「深層学習」が含まれるとすれば、「深層学   

習」のためであれば著作物について自由に記録や翻案ができる、という

ことになります。 

この点については定まった学説はありませんが、慶応大学教授の奥邨弘

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%82%B5%E3%83%81%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BB%E3%83%83%E3%83%84%E5%B7%A5%E7%A7%91%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BD%E3%83%95%E3%83%88%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%82%A2%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BD%E3%83%95%E3%83%88%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%82%A2%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/GNU_General_Public_License
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%94%E3%83%BC%E3%83%AC%E3%83%95%E3%83%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AA%E3%83%BC%E3%83%97%E3%83%B3%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/BSD%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/BSD%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B9#「BSDスタイルのライセンス」
https://ja.wikipedia.org/wiki/BSD%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B9#「BSDスタイルのライセンス」


 

 

総合知学会 Vol. 16, 2017 

 

130 

 

司先生などは「情報解析」に「深層学習」は含まれるとしています。こ

のように「対象データ・対象ＤＢが著作物」であり、かつ「『複製』『翻

案』行為に該当する」場合でも「著作権法４７条７の要件」を満たせば、

著作権者の同意を得なくても適法に複製等ができることになります。 

7.3 メール情報の解析（メディアや作家等の団体からの反対が多い） 

個人メール（特にグーグル社のＧ－メール）やＦａｃｅＢｏｏｋの個人メールの 

漏洩事件にかんがみ、大手ＩＴ企業（プラットフォーマー）の専用メールやツイ 

ッター情報等の保管と内容の解析や閲覧とそれを利用した広告表示の問題があげ 

られる。便利で無料のサービスを提供する代わりに個人データを集めて利益に換 

える。では各社は実際に、どんな情報を持っているのか。先日、グーグルのＧｍ

ａｉｌの閲覧、利用疑惑についていくつかの批難が寄せられた。 

①Google の Gmail 不正閲覧事件 

ⅰ）「Google よ、お前もか…？」つい数カ月前(2017 年)には Facebook が大量のユ

ーザーの個人情報を漏洩させ、しかもそれが選挙活動に利用されていたことが

明らかになったが、今度 Google（グーグル）が、サードパーティー（Google 外

の開発者）に Gmail の閲覧を許可していたことが Wall Street Journal によっ

て報じられました。以前にも、Google はメールの内容をスキャンすることで表

示する広告をカスタマイズするシステムを使っており、使用を中止したことが

あります。当時 Google は「Google がユーザーのプライバシーとセキュリティを

最優先にしていることに自信を持って使い続けて欲しい」ためだとコメントし

ましたが、Wall Street Journal は、それでも未だにサードパーティーにメール

の閲覧を許可していたと主張しています。  

ⅱ）勝手にメールを見られるなんて、ユーザーとしてはたまったモノじゃないで

す。しかし＜Google の声明＞を見るかぎり、サードパーティーの機能を使うな

ら仕方のないことなのかもしれません。Gmail との連携ですが、これはある意味

仕方がないとも言えそうです。たとえば、サードパーティーのメールクライア

ントや、メールを指定した時間に送るようにしてくれる Boomerang for Gmail

などの拡張機能を使おうと思ったら、Gmail と連携させるのを避けることはでき

ません。それに、連携させるにはユーザー本人の許可が必要なので、嫌なら使

わなければいいということです。 

ⅲ）Wall Street Journal の報道に対する Google の見解： 

Google のセキュリティ・信頼・プライバシーの主任を務める Suzanne Frey 氏は、

Google が Gmail との連携をサードパーティーに許可していることを認めたがま

し、同時に悪意を持って閲覧されることがないよう外部の開発者を精査し 

ていると説明します。 

ⅳ）許可も求めずに密かにメールを盗み見るような拡張機能があったら？とい

う懸念ですが、Frey 氏によれば、Google による厳しい審査を通ったアプリのみ

が Gmail アカウントにアクセスでき、アプリは自身の機能を偽ってはいけませ

ん。 何のためにデータを使うのかをしっかり明記し、プライバシーの開示を

わかりやすく提示しなければなりません。また、アプリは機能に必要なデータ

のみ要求すべきで、同時にそれをどう使うのかを明確にしなければなりません。 

これらの条件を満たし、複数の審査ステップを経たアプリのみがストアに登録さ

れるということですね。しかし、ウイルスやハッキングなどによって知らない間

に拡張機能がインストールされる可能性もあります。それに関して Frey 氏は、ア

カウントのセキュリティ設定から、メールにアクセスを許可しているサードパー

ティーアプリを確認し、必要があれば許可を取り消すよう勧めています。   ⅴ）
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Google 自身もメールをスキャンするが、人が見ることは基本ない。    Google

そのものがメールをスキャン(自動)しているのかに関しても、確かに認めていま

す。スパムメールやフィッシング詐欺のメールが届かないようにするフィルタリ

ング機能や、メールの返信を自動で提案してくれるスマートリプライ機能などは、

メールを自動処理でスキャンしているとのことです。 

★Google の見解：自動スキャンのシステムを、私たちがメールを“盗み見ている”

と勘違いしている方もいますが。はっきりと明言したいのは、Google のスタッ

フでユーザーのメールを見ている人は一人もいないということです。唯一の例

外は、ユーザーから求められて承認を得たときか、バグやハッキングを調査す

るセキュリティの一環でのみです。とのこと。Frey 氏の投稿を読む限り、個人

情報が許可なく盗み出されてしまった Facebook の一件とは大きく違うようです。

とりあえずは一安心、と言いたいところですが。            

★情報を渡すも渡さないも Google の采配次第で、これから先も絶対に大丈夫とは

言い切れません。Google だって我々の監視の目がなければ何をするかわからな

いとの思いがあります。日本の監督官庁（総務省？）はこの点での対応が遅く、

意識が低いのが多きな問題と言える。 

   一国全体としてみると、個人情報の問題もさることながら、テロや犯罪の温床と 

もなりかねない情報の伝播を規制することも検討されている。 

②Face Book の個人情報流出事件 

ⅰ）Facebook とコンサルティング企業 Cambridge Analytica をめぐるデータ不正流

用疑惑に関する米司法省の調査に、複数の連邦当局が加わったと、（The Washington 

Post が米国時間 7月 2日）                          

米証券取引委員会（SEC）、米連邦取引委員会（FTC）、米連邦捜査局（FBI）がこ

の調査に加わったという。Facebook は 3 月、米大統領選で Trump 陣営に関与して

いたデジタルコンサルティング企業 Cambridge Analytica が最大 8700 万人分の

Facebook ユーザーの個人情報を不正に利用していたと公表した。司法省はこれを

受けて調査を開始していた。調査拡大に伴い、疑惑発覚後の Facebook による情報

開示にも調査の重点が置かれると、The Washington Post は報じている。Facebook

の最高経営責任者（CEO）である Mark Zuckerberg 氏は 4月、この問題をめぐって

2つの米議会公聴会で証言した。議会での同氏の発言も、今回の調査拡大に伴って

精査されるという。 

③Facebook、Twitter、YouTube が米議会で証言--不適切コンテンツ問題で追及

される 

   米下院司法委員会は 17日、Facebook、YouTube、Twitter など IT 大手のコンテンツ

フィルタリング慣行について 2回目の公聴会を開いた。目的は、これらのソーシャ

ルメディアがコンテンツをどのようにブロックしているかや、そこに政治的偏向が

介在しているかどうかを調査することだ。コンテンツモデレーションに関して言う

と、この日に証言した企業らは綱渡りの状態だ。各社はいずれも、偽情報、ヘイト

スピーチ、テロリストのコンテンツに対抗する社会的責任について述べたが、どの

ような対策を取るのかという点になると問題にぶつかった。Ted Deutch 下院議員

（民主党、フロリダ州選出）は公聴会の中で、フェイクニュースサイト「InfoWars」

https://judiciary.house.gov/hearing/facebook-google-and-twitter-examining-the-content-filtering-practices-of-social-media-giants/
https://judiciary.house.gov/hearing/facebook-google-and-twitter-examining-the-content-filtering-practices-of-social-media-giants/
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の問題について Facebook を追及した。Facebook でグローバルポリシー管理の責任

者を務める Monika Bickert 氏は、自社の立場を強調した。その立場とは、投稿は

削除するが、表現の自由の名の下に発信元は存続させるというものだ。Google 傘下

の YouTube で公共政策および対政府関係担当のグローバル責任者を務める Juniper 

Downs 氏は、YouTube は政治的信念を標的にするのではなく、同社が「危険、違法、

または不正」と見なす動画の収益化を禁止し、コンテンツをブロックしていると述

べた。「われわれの措置が常に正しいわけではなく、時には当社のシステムも間違

いを犯す」（Downs 氏）Twitter の証言も YouTube と Facebook の発言と同様で、政

治的見解を検閲してはいないが、Twitter のチームもこれまでに間違いを犯したこ

とはあると議会に説明した。公聴会で 3社の幹部全員が、各社のプラットフォーム

に投稿された有害なコンテンツに会社として責任を負っていない理由についても

言及した。 

 7.4 知財及び著作権侵害とそして海賊版サイト対策（ブロックアウト）対策 

   特に海外サイトによる著作権侵害（「漫画の発行と同時に、無料サイトにマンガが 

アップされ出版社の被害は大きく（マンガが売れず、マンガ作家にも原稿料が入 

らない等の問題が大きい）この緊急接続遮断（ブロックアウトを要請している 

ＮＴＴグループは、悪質な『海賊版サイト』のブロッキングを発表した。（2018 年 

4 月 23 日読売新聞記事） 

被害として、「コンテンツ海外流通促進機構」は「漫画村」「Anitube」「Miomio」

で昨年 9月から今年 2月末までで 4,330 億円の被害が出ているとのこと。 

ＮＴＴ以外でもソフトバンクのプロバイダーサービス「ヤフーＢＢ」などは「海

賊版サイトによる著作権侵害は看過できない、早急に対応すべき重要な問題だ」

としている一方、「ブロッキングは通信の秘密を侵害する懸念もある、さまざまな

観点から実行可能な方策を検討したい。（ＫＤＤＩ）」との意見もある。更に識者

から、法整備前の緊急措置に批判の声も上がっている。出版業界からは、「ブロッ

キングは賛成だが、最善の策、まだ各社で模索している段階だ」との意見も出て

いる。海賊版対策では、サイトの遮断以外に、運営者の訴追やサイト自体の削除

をネット事業者に求める等の方法がある。更に海賊版サイトのリンクを張り付け

て、利用者をサイトに誘導する「リーチサイト」への対策、そして利用者の著作

権への意識向上も欠かせない。 

なお、海外では、英国、独、欧州、韓国、オーストラリア島 42か国でブロッキン

グを実施している。特に侵害サイトが海外のサーバーを利用している場合にも有

効とのことである。一方アメリカは、ドメインの没収や差し押さえで対抗してい

る。カナダでは、通信業者が著作権を侵害している配信者に対する警告で対応し

ている。我が国では、対策が始まったばかりである。 

更に、表現の自由・通信の自由のもとに反対している一部法学者（憲法）がいる。 

マンガ以外に、児童ポルノサイトの問題も出てきている。（利用者アクセスを確認 

し、遮断する行為は、電気通信事業法の通信の秘密侵害に当たるため、ブロッキ 

ング導入までは何年も議論が重ねられてきた。 

刑法では、違法行為であっても以下の 3条件のいずれかに当たれば、違法性が否 

定される。「正当行為」「正当防衛」「緊急避難」であり、今児童ポルノサイトは、 

緊急避難として許容される。 

*緊急避難とは、ⅰ）危難が現在も存在するⅱ）その避難行為のほかにとるべき手
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段がない、ⅲ）その避難行為によって発生する被害が、発生を避けようとした害

を上回らないとのすべてを満たす必要がある。 

「著作権という財産権より通信の秘密という国民の権利のほうが重たいは明らか」 

という弁護士もいる。このことが遮断理由となれが、財産権より重い権利侵害で 

ある名誉棄損やプライバシー侵害などの人格権侵害にも認めなければならなる。 

いずれにせよ、海賊版対策は必要性は痛感するが各種対策と権利侵害の程度を比 

較しながら総合的な対策が必要となる。 

 

 7.5 フリーランサー（労働者：個人事業主と発注者の交渉力の不均衡）の保護 

１）個人事業主が企業などから直接仕事を請け負うフリーランス*９）に対して、

企業が個人事業主に対して不当な要求をした場合、独禁法の「優越的地位の乱用」

など、不公正な取引方法に抵触する可能性があることとして、個人事業主を保護

する。会社員が労働基準法などで守られているのに対し、企業との交渉立場が弱

い場合が多いのが実情であり、これを是正していくことが重要となってきている。 

米国では、2016 年に反トラスト法についての適用指針を公表し、どのようなもの

が違反に当たるかの事例などを示している。 
注９）フリーランスとは、企業に属さず、独立して仕事をする人たちを指す。インターネッ

ト関連業務、プログラマー等のコンピュータ関連の業務、研修講師等の仕事がある。 

 ２）有識者会議での報告書案では、企業と個人事業主間の契約の具体的な事例を

示している。ⅰ）ライバル会社から仕事を請け負わないように義務を課す、ⅱ）

報酬や仕事内容を実際より良く見せかけて仕事を請け負わせる。ⅲ）秘密を保持

させることを理由に、他の仕事を請け負うことを制限する。 

 この結果、フリーランスの人が能力を発揮し活躍できる場が限られたり、人材の

獲得競争が抑えられたり、この結果、企業間のサービス競争が減り利用者（消費

者）がより良いサービスを受けられなくなったりすることを問題視している。 

３）公取委の 2017 年夏に実施した労働市場の実態調査で、フリーランスから「企

業側の一方的な都合で追加の仕事が発生したにもかかわらず、報酬額を据え置か

れた」とか「競合他社の仕事を引き受けられないように、秘密保持義務を根拠に

訴訟を示唆する警告書が送られてきた」といった不満の声が寄せられたという事

例が紹介されている。公取委としては、まず企業側に自主的な是正を促すことと

し、悪質な事例があれば摘発も視野に入れることとある。 

４）問題点 

    交渉力の不均衡による無理な契約をさせられるが、従業員や被雇用者でないため

労働関係の法（労働基準法）や規制や保護が及ばない事態となっている。経済学

でいう、労働力という特殊な商品の取り扱いについてはまだまだ対応が取れてい

ない。（本項、2018 年 1月 19 日付読売新聞朝刊を参考とした） 

    ネットでの交渉でもあり、企業の側の交渉力は圧倒的であり、不利な条件での契

約となる傾向が強い。 

（ⅰ契約条件が明示されない、途中で契約条件が変わる（業務の大幅な追加、業

務の契約途中での一方的な業務の縮小または解除）、成果物に対する検収・引き取

りの一方的な拒否等がある。又次回契約で対応すると言いながら文書化や契約の

改定が行われない等） 

 今後、フリーランスでの業務が拡大すると予想されるなか、公取委は問題のある 

行為について、法の隙間を埋めるべくフリーランスの労働環境が改善されるよう 

対応することがより重要となってきている。 

６）フリーランスでの業務が増えた背景 

インターネットの普及により、ネットを通じて、不特定多数の人に業務を外注す

る「クラウドソーシング」の仕組みが企業の間で浸透し、個人が仲介サイトなど



 

 

総合知学会 Vol. 16, 2017 

 

134 

 

を通じて簡単に仕事を請け負えるようになったこと、さらに副業等での多様な働

き方が広がっている。 

 さらに、在宅での業務遂行ができるため、従来の専門的な個人事業主のみならず、 

主婦（企業等で専門的な業務を行ってきた経験者で、子育て中等で企業を離れて 

いる人たち）、並びにシニア層等が参入してきている。 

   

  

7.6 ビッグデータの解析結果の特定目的への利用によるビジネスへの応用 

いわゆるビッグデータを集積したデータベースを元にしたデータセット

の場合は、あらゆるデータが網羅的に記載されていることになりますので、

データの選択や体系的構成にも創作性がないとして「データベースの著作

物」には該当しないとされる可能性があります。学習用データセットや学

習済みモデル生成における各作業とその生成物・成果物が適法かどうか、

そしてそれが他者の権利を侵害しないで販売、譲渡、使用許諾ができるか

を判定する必要がある。  

   当面は、 

 

7.7ＡＩ技術によるデータ解析（顔認証、その他） 

   7.2.3 でもすでに述べた通り、ＢＤからのＤＢの作成とＡＩを利用して新たなビジ

ネスに持っていく点での問題点です。 

ＡＩ技術によりデータ解析技術の応用、進展はデータ解析技術の高度化によるセ

キュリティ分野での各種サービスの向上につながる一方、監視社会（個人の自由

な生活を脅かすという近代・現代社会の政治的自由（各種の自由＜表現の自由や

その他の個人の自由＞）を侵害する恐れが高まっている。我が国においても今後

セキュリティの向上の名の下での極端な監視社会への傾斜を抑制する機構がより

重要となる。（但し、我が国は今までは、ナイーブすぎるような自由論がまかりと

於ていた社会ともいえた。） 

実際、隣国中国はまさに、国家による各種データの管理として、ＡＩ技術による

顔認証と監視カメラにより、政治的テロ対策（ウイグル人、チベット人等の少数

民族［ただし、少数と言っても数千万人はいる］の監視や国内の自由を求める反

政府政治集団の監視（デモ禁止、集会禁止等）に使われている。 

更にアリペイ等の電子マネーによる購買履歴の国家管理にも及んでいる。中国で

は、新幹線の切符を購入するにも地下鉄に乗車する場合も手荷物検査を実施して

いる。個人ＩＤカード（外国人はパスポートナンバー）による一括管理（監視）

社会となっている。 

これらは、治安維持の名目ですべての情報を中央の権力機構が一括統制・管理す

る者である。社会主義市場主義の名のもとに、個人の自由や基本的人権を全く顧

みない制度・社会・政府であり、西欧的な個人尊重のそして自由な市場による社

会生活を無視する社会と言える。（治安維持と個人自由のバランスが極端に治安維

持に偏っている社会と言える。この中では、公正な取引や自由市場はなく、統制・

管理社会となっている。） 

7.8 ソフト＆ハードの取り扱い（携帯電話等の料金プランの制限等） 

    公取委は、携帯電話市場（スマートフォンの販売）に関し、特に「4 年の分割払い

販売プラン」に関し、実質的に消費者の選択権を実質上奪う場合があり、他の携

帯電話会社への乗り換えを妨げる「取引妨害」や競争相手を市場から締め出す「私

的独占」などによる不当な囲い込みの恐れがあるとの見解を示している。更に消

費者に対して「あたかも携帯端末を半額で購入できるような印象を与えることも

懸念される」と指摘し、又広告や販売員の説明によっては他社の携帯電話会社よ
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り著しく有利と消費者に誤認させ、「景品表示法の違反」になる恐れとの見解も示

している。このことは他の格安スマートフォン事業者に対しての大手携帯電話会

社による「囲い込み」となっていることも指摘している。 

これを受け、米国アップル社とアップルジャパンは我が国の国内携帯大手 3 社

（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ，ソフトバンク）に対し、iＰｈｏｎｅの仕入れ価格か

ら一定金額を値引いて利用者（消費者）に販売する様求めていた契約条項を見直

すこととなった。 

このことは、公取委が「従来、大手 3 社が提供するプランの自由度が狭められ、

結果として利用者の選択肢が奪われる恐れがある」と判断してきたことによる。

（取引先の事業活動を不当に拘束することにより、独占禁止法の違反事項に当た

ることとなる。） 

    「4 年縛り」や「2 年縛り」などの一定期間の継続利用を条件とした割安の利用料

設定により端末料金の実質的値引きは、頻繁に端末機器（スマートフォン）を買

い替えない利用者（消費者）にとって不公平となることも指摘されている。 

  7.9 民泊仲介サイトのビジネス 

    民泊利用にあたって、消費者（利用者）は直接、一般の民家やマンション等と契

約するのではなく、仲介サイト（代行業者経由）が介在してビジネスを遂行でき

るようしている。仲介サイトは現在 10 社程度が運営しているが、このうち仲介サ

イトの世界最大手である、米国 AirBnB 社（エアビーアンドビー）が民泊の代行

業者（＊注 10）に他の仲介サイトと取引しないよう求めた（独禁法での不公正な

取引行為にあたる：仲介サイト間の適正な競争を阻害する）ことに対し、立ち入

り検査を行った。 

    複数の代行業からの登録依頼に関し、AirBnB への掲載の条件として、他のサイト

と取引しないよう要求し、さらに契約書に署名させていた。（ライバル社の取引機

会を不当に奪い、新規参入を妨げる行為） 
     *注 10)代行業者は、民泊物件の貸主と契約し、仲介サイトへの登録屋料金プランの設定、宿

泊希望者メール対応のほか、部屋の清掃や鍵の受け渡しなどの民泊運営に必要な業務を

行う。手数料として、宿泊料の 10%~40%を受け取っている。 

 

  8．プライバシー保護と独占・市場支配について 

ヨーロッパは 1990 年代より、プライバシー保護の観点で世界のトップを走ってきま

した。アメリカ・ロシア・中国など、個人のプライバシー保護に関して独自の政策

を持っている大国を除き、多くの国々はヨーロッパおよび EU が制定した基準に従

ってきました。しかし、近年の Google・Facebook・Amazon といった多国籍企業の

進出により、EU は新たなプライバシー保護ルールを作る必要に迫られた模様。欧州

委員会のヴェラ・ヨウロバー氏は、「プライバシー保護は我々の最優先事項だ」と述

べ、EU によるプライバシー規制を推し進める構えを見せています。 

EU は 2018 年 5 月 25 日、EU 一般データ保護規則(GDPR)という新たな個人デー

タ保護の規制を導入する予定で、これにより個人のプライバシーに関するデータの

転送や使用に厳格な制限が設けられることになります。この規則は EU 域外にも適

用されるものであり、GDPR に沿ったデータ保護規制を自国の企業に課していない

国々は、EU に加盟する 28 カ国とこれまでのように自由な貿易ができなくなるとの

こと。 

 

POLITICO はこれに対し、「EU は再び世界を征服しようとしている。しかし、今回

の武器は前時代のような鉄と武力によるものではなく、あくまでも合法的で強力な

プライバシー保護ルールによるものだ。それはサンフランシスコからソウルまで、

ありとあらゆる企業に影響する」と記しています。EU は世界中の国々に対し、GDPR

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/EU%E4%B8%80%E8%88%AC%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E8%A6%8F%E5%89%87
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を遵守しない企業に対して最大 2000 万ユーロ(約 26 億円)または売上高の 4 パーセ

ントの罰金を負わせることが可能。もはや世界最大級の貿易圏である EU 各国を手

放すわけにはいかない国々は、早速 GDPR を遵守したプライバシー保護の法律を制

定しようと奔走しています。 

日本のように経済が発達し、EU との関係が密な先進国では EU のルールに対応可

能だとしています。日本は 2017 年 12 月に日 EU 経済連携協定(EPA)交渉を妥結し

ており、今回 EU が導入する GDPR による変更にも追従可能であるはずだとの見通

し。 

 

しかし、経済が未発達な新興国では新たなプライバシー保護規則導入によるコスト

が問題となり、「データ保護による帝国主義だ」という声も上がっています。南アフ

リカの弁護士事務所を経営するジョン・ギルズ氏によれば、「この規制に追従できな

い国々は世界の貿易から取り残され、より経済格差が広がる恐れがある。GDPR は

その触手を世界中に伸ばしている」とのこと。 

 

９．公正取引委員会の今後の役割、期待すべき点 

   まずは、情報・ネット情報、ネットの仕組み・システムがコンテンツを含めアメリ

カ系 IT 大企業（GAFA に代表される）に牛耳られている事実を率直に認め、我が国の

産業に不利とならないような競争環境を作り上げることにある。EU はそのための強

硬手段をとりつつあるが、我が国はどのようにすべきか。 

   まさに産業政策だけではない、経済問題に矮小化せず、社会、政治、文化問題とし

ても取り組む姿勢がほしい。 

  ①公正取引委員会は従来の製造業や販売業における独占や不正競争防止、不公正な取

引の取り締まりといった役割のほか、さらに経済の広域化、グローバル化に対応し

た市場の番人の役割をより積極的に進める必要性が増している。 

②もちろん従来からの談合の禁止（できれば国土交通省に対して、建設業法の一部資

格停止や取り上げ当の強硬措置も行うべきである。特に国及び地方自治体並びに公

共・公益の役割の強い民間企業（鉄道、電力・ガス等の大手）の工事・設備納入等

で公共の入札等での不正は国民の税金を一部民間企業に配るという不見識なもので

ある。 

③今後より重要と思われる分野はやはり第 7 章で取り上げた、9 項目でビッグデータ、

データベースと AI、メール情報の保護、そして人権とも係るフリーランサー（「業務

委託＝個人事業主」）の契約に係る個人の保護、ビッグデータの解析、個人情報の保

護（監視社会と自由）が大きな課題となる。 

  ⅰ）ビッグデータの取り扱い（特に個人データ）（医療用を含めＤＮＡ等の遺伝的な

情報の獲得、解析、社会インフラ関係のデータ利用を含む） 

  ⅱ）データベースと AI(AI のための生データ、DB、学習済みモデル、著作権保護と

競争) 

  ⅲ）メール情報の解析（メディアや作家等の団体からの反対が多い） 

   テロや犯罪の温床ともなりかねない情報の伝播を規制することも検討されている。 

  ⅳ）知財及び著作権侵害とそして海賊版サイト対策（ブロックアウト）対策 

    特に海外サイトによる著作権侵害（「漫画の発行と同時に、無料サイトにマンガ

がアップされ出版社の被害は大きく（マンガが売れず、マンガ作家にも原稿料

が入らない等の問題が大きい）この規制（ブロックアウトを要請している）の

一方で、表現の自由・通信の自由のもとに反対している一部学者がいる。 

  ⅴ）フリーランサー（労働者：個人事業主と発注者の交渉力の不均衡）の保護 

    交渉力の不均衡による無理な契約をさせられるが、従業員や被雇用者でないた

め労働関係の規制や保護が及ばない事態となっている。経済学でいう、労働力

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page6_000042.html


 

 

総合知学会 Vol. 16, 2017 

 

137 

 

という特殊な商品の取り扱いについてはまだまだ対応が取れていない。 

 (厚生労働省の範囲から抜け落ちる) 

  ⅵ）ビッグデータの解析結果の特定目的への利用によるビジネスへの応用 

  ⅶ）ＡＩ技術によるデータ解析（顔認証、その他）は、個人識別や監視社会へとつ

ながりかねない問題を含んでいる。 

  ⅷ）ソフト＆ハードの取り扱い（携帯電話等の料金プランの制限等） 

  ⅸ）民泊仲介サイトのビジネス 

  ★地方銀行の提携や合併について古い時代の状況から判断し独禁法での恐れで許可 

しないなどいう、時代と産業構造、消費者の行動を理解しないような対応では困 

る。ネット銀行や電子マネー、キャッシュレス時代、交通機関（消費者の行動半

径が広くなった時代）、金融システムが大きく変わる時代に古い規定や運用に基

づく独禁法の適用は百害あって一利なしともいえる。 

 

  10．まとめ 

    当初、漠然と公正取引委員会の役割乃至は、行政委員会の役割を調べてみたが、

昨今、公正取引委員会の話題が多くなり、さらに国際的にみればアメリカの巨大 IT/

インフラ企業が世界を跋扈する状況下で我が国の産業政策、競争政策は如何にある

べきかを考えることができた。 

更に、シルバー世代が多くなるとともに、女性の社会復帰（企業、産業への）に

伴い、又 AIの進展による若者の雇用に不安が増す中、フリーランサー（貴人事業主）

の保護、企業と個人間の契約不平等等が生じてくる。下請代金支払遅延防止法等に

より、特に家庭での自宅での業務委託が増えたり、又ソフトウエアや情報関連の業

務委託における追加業務や成果物の受け取り拒否等の不公正な取引を禁止し、また

は摘発し、労働者（個人事業主）が不当な取引をさせられないよう監視していくこ

との重要性も増している。 

    従来の労働政策ではとらえられない部分の強化を是非必要としていることが理解

できた。 

以上 
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